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2015 年 12 月 12 日、第 21 回国連気候変動枠組み条約締約国会議（以下、COP21）は、
京都議定書から 18 年ぶりに先進国及び途上国に温室効果ガス削減に向けた新たな法的枠








うになった。環境・CSR 報告書の発行企業数は 2010 年をピークに減少している。一方、


















く、社会や環境にかかわる情報も統合して報告していこうとするものである」（水口, 2012a, p.206）。 
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第 1章 問題意識と先行研究 
第 2章 環境管理会計と自然資本 
第 3章 統合報告の国際事例研究 
第 4章 アジア・中国の水資源と環境 
第 5章 事例研究 
おわりに 
 
2013 年、国際統合報告評議会（International Integrated Reporting Council, IIRC）（以
降、IIRC）は、IIRC『統合報告＜IR＞フレームワーク』（以降、＜IR＞フレームワーク）
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事例企業には、水資源使用量が大きい The Siam Cement Public Company Limited
（SCG）、Thai Cane Paper Public Company Limited（TCP）や 2016 年度から統合型の
報告書『シミズコーポレートレポート 2016』を発行した清水建設株式会社。血液製剤メー
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第 1 章 問題意識と先行研究 
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2012 年 6 月の「リオ+20」はゼロエドラフトで CSR 報告書の制度化を検討課題に挙げ
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（東京）は、2015 年度まで CSR 報告書をタイトルにし発行してきたが、2016 年度より
国内外の利害関係者を対象にしていきたいとして、統合型の報告書となる『コーポレート
レポート 2016』を発行している。経営者や取締役会メンバーに関する情報が加えられてお










年に企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility, CSR）（以下、CSR）




共通点も少なくないが、相違点は第 1 に CSR では環境価値と社会価値が強調されるもの
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の、経済価値の比重は相対的に低くなる（同上論文, p.60）。一方、統合報告はトリプル・
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第 2 節 先行研究 






に測定する仕組み」（環境省, 2015, p.415）である。 
 
図表 1-1 企業の環境会計に対する 4 つの方法 
 
（出所）Matteo et al.（1999）p.33 をもとに筆者作成。 
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続的な効果や価値を生み出す未来志向型といえる。Stefan Schaltegger and Roger L. 
Burritt（2012）は、この未来志向の環境管理会計情報について可視化している。環境会
計は意思決定プロセスを支援する会計であるとして、貨幣情報と物量情報をまとめる手法
であるとしている。環境管理会計 (Environmental Management Accounting, EMA ) 分
析（以下、EMA）のツールを用いて、企業の環境経には過去志向と未来志向の課題を抱え
ていることを明らかにしており、可視化された事象にはそれぞれ貨幣単位と物量単位で発
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態系と生物多様性の経済学（The Economics of Ecosystems and Biodiversity , TEEB）6は、
「生物多様性の経済価値、生物多様性の損失にともなう経済損失、効果的な保全に要する






⑩配給や輸送の非効率性などである」（同上書, p.4）。この 10 項目が示すように生態会計
                                                   
6） 生態系と生物多様性のもたらす経済価値を適切に評価するための経済的ツール（環境省, 2015）。 
7）「生態会計は、企業、自治体、国などを取り巻く環境問題、社会問題に対して会計の視点から解決策を 
 提示する研究領域として 1970 年代に登場してきた」（河野, 2013, p.i）もので、マクロ会計とミクロ会 
 計の両面からサステナビリティ社会を構築していくための会計領域のこと。1974 年に横浜国立大学経 
営学部にその研究・教育の拠点として生態会計の講座が開講された。1986 年から著者の河野正男が講 
座を引き継ぎ、「これらに基づいた新たな理論モデルを構築経済社会におけるその実現に邁進する」（河
野, 2013, p.i）。 
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図表 1-2 サステナビリティの概念 
 
   （出所）長谷川（2013）p.16 をもとに筆者作成。 
 
サステナビリティは自然環境などで発生した社会的費用を市場メカニズムに取り込んで
内部化することにあり、CSR をツールとしている（同上書, 2013）。 
長谷川（2013）のサステナビリティにある 3 つの階層は、環境に関連するサステナビリ
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側）の企業 B は、環境コストを費用計上した場合である。利益は 100 になるので、企業 A
と企業 B として、環境コストをそのまま放置した企業の利益 200 を本来の利益とする場合
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図表 1-4 環境保全コストの費用化と資本化の比較例 
 
（出所）植田（ 2013）p.122 をもとに筆者作成。 
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書, 2016c）。中でも、過去 10 年かにおいて、自然資本に対する企業活動の影響や依存度（外
部コスト）を把握・評価する取組み（自然資本会計）の重要性が国際的にも認識されるよ
うになってきているという（同上書, 2016c）。自然資本会計の取組みの促進にあたって、
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イン8（The Triple Bottom Line）（以下、TBL）は、3 つの要素をもつ概念に立ち返るこ
とができる。 











れるようになり、企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility, CSR）（以下、CSR）
が追及されている。 












ア社だけが全社的な環境財務諸表（EFS）を作成し報告した」(Rupert Howes, 2004, p.146）という一
文がある程、先駆的な環境経営を実践している企業である。でなく、環境と社会の側面からも総合的に





ネット、http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=3735, アクセス 2016.8.10）。 
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（Ibid.p.51）とされ、環境・CSR 報告書の作成の方向性を導いてきたといえる。   
いち早く企業の環境負荷を外部報告している Baxter（医療メーカー）は9、「環境財務報





比較することによって、Baxter の EFS は、開示情報としての効果を高めるもとなってい
る。 
統合報告書、環境報告書等を発行する企業は多くなり情報の信頼性が問われる中、












1-7）。外部報告には 4 つの主要段階がある。まず、第 1 段階では「企業の活動と業務から
生じている最も重要で/主要な環境インパクトの識別」する。次に第 2 段階では「持続可能
                                                   
9）「米企業のバクスター・ヘルスケア社だけが全社的な環境財務諸表（EFS）を作成し報告した」(Rupert 
Howes, 2004, p.146）という一文がある程、先駆的な環境経営を実践している企業である。 
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なレベルの排出/インパクトはどの程度のものであるかの推定/決定（関連する持続可能性
























IIRC の＜IR＞フレームワークを参考にして報告書を作成する企業がまだ 5.7％（環境省, 
2016）という非常に利用率が低い結果が示されている。 
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図表 1-8 統合報告書とは、現状とこれから 
（出所）日経ビジネス, 2016.5.15, http://business.nikkeibp.co.jp/article/report/20130614/  








れている」（上妻, 2012, pp.107-108）。 
現在の統合報告は図表 1-8 の「今」にあたる報告書になる。しかし、図表 1-2 の「これ
から」という報告書については、「経営と環境・CSR とのかかわり」「中長期的視野に立っ
た経営者の戦略・・・などを掲載」（日経ビジネス, 2016.5.15, http://business.nikkeibp.co.jp/ 
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図表 1-9 コーポレート・ガバナンスの類型と統合報告の役割 
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図表 1-10 統合報告の 4 つの側面 
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第 3 節 統合報告と自然資本 
  
国際統合報告評議会（International Integrated Reporting Council, IIRC）（以下 IIRC）
の促進する統合報告の普及に追い風になると言われている。今後、企業経営者に対して「経
営にカジをきる」ような「物言う投資家」（アクティビスト）10が経営に関わっていくこと
                                                   
10）「グローバル市場で、アクティビスト、いわゆる物言う株主の勢いが増している。リーマンショック
前に 5 兆円とされていたアクティビストファンドの運用資金残高は、今や 20 兆円前後ともいわれる。
米国市場だけでは投資先に事足りず、欧州、アジアへと活動範囲を広げている。大企業も例外なく投資
対象となる。わが国でも日本版スチュワードシップ・コードの導入、持ち合い解消と、徐々にアクティ












の信頼関係が背景にあるとされる」（日本経済新聞朝刊 b, 2015.12.21, p.7） 
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IIRC は 2014 年に”Realizing the benefits: The impact of Integrated Reporting” で統
合報告に関するBlack Sunの調査・分析結果を公表している。Black Sunの調査によれば、
統合報告書を発行している企業の 92％が価値創造に関して実感していると報告されてい





CSR 報告書の発行企業数は、2005 年ではわずか 743 社であったが、2010 年に 1,160 社に
まで増加し、以降は横ばいであったが近年減少傾向にあり2014年に514社までに減少し、
再び降横ばいで推移している（環境省, 2016）。一方、国際統合報告評議会（International 
Integrated Reporting Council, IIRC）（以降、IIRC）の統合報告が注目され始め、統合報
告書の発行企業数は 2010 年に 25 社、2014 年に 140 社に増加し、2015 年には 205 社と
なった（KPMG, 2016）。 
2013 年 12 月、IIRC から『国際統合報告フレームワーク』（THE INTERNATIONAL 
<IR> FREAMEWORK）（以下、＜IR＞フレームワーク）が公表され、早 2 年が経過して
いる。企業は報告書に記載される参照ガイドラインは GRI ガイドランが多く、＜IR＞フ
レームワークを参照している企業はわずか 5.7％に留まっている（環境省, 2015）。 









国際統合報告評議会（International Integrated Reporting Council, IIRC）は、2013 年
4 月にフレームワーク草案を公表した。その後、2013 年 7 月 15 日までコンサルテーショ
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ン期間を経て、2013 年 12 月に最終版の国際統合報告＜IR＞フレームワーク（以下、＜IR
＞フレームワーク）発行された。＜ IR＞フレームワークは、他に「BASIS FOR 
CONCLUSION」（結論の基礎）、「SUMMARY OF SIGNIFICANT ISSUES」重要な論点




図表 1-11 国内自己表明型統合レポート発行企業数の推移 
発行年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
発行企業社数 25 33 61 94 140 205 
（出所）KPMG, 2016 をもとに筆者作成。 
 
IIRC の＜IR＞フレームワークを用いて、統合報告書を作成する企業は、2010 年では 25
社程度であったが、2015 年には 205 社まで増加している。 
KPMG ジャパン「日本企業の統合報告に関する調査」報告によれば、2014 年度に統合
報告を発行した企業数は 140 社（2013 年度 94 社）であったが、2015 年度は 205 社へ増
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図表 1-12 環境報告書を作成・公表している発行企業数の推移 
発行年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 














図表 1-13 企業報告書の種類別発行企業数の推移 
発行年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
CSRレポート／サステナ
ビリティレポート 
19 30 149 259 160 146 
社会・環境報告書 16 14 53 53 44 39 
アニュアルレポート／IR
レポート 
0 2 5 11 11 9 
統合レポート 1* 1** 13 22 41 47 
*2010 年度の統合レポートは村田製作所『Murata Report2011』 
**2011 年度の統合レポートは住友金属『経営報告書 2011』 
（出所）エコほっとライン, 2016.7.9, www.ecohotline.com/をもとに筆者作成。 
環境・CSR 報告書として発行する企業数と報告書のタイトルの現状を分析するため、エ
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社朝刊，2015b）ということである。2014 年までは 142 社であった統合報告書の発行企業
数は、企業統治などに対する投資家の関心が高まりなどから、2015 年は現時点で 160 社
が発行していると報告されており、200 社を超えると予測されている（同上紙，2015b）。 













                                                   
12）エコホットラインは、フルフィルメントサービスを行う企業で、有限会社インフォワード （住所〒
555-0012 大阪市西淀川区御幣島 3 丁目 8 番 18 号）が発送代行サービスを行っている。主な事業は、
企業が発行する環境・社会報告書や CSR レポートの発送代行サービス「エコほっとライン」をはじめ
としたフルフィルメントサービス（利用者の要求資料を希望する配送先に無料で送付してくれるもの）
（インフォワード, www.infoword.jp/company/index.html, 2016.7.9 アクセス）。 
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年度に 205 社になり、いよいよ 2016 年度からわが国でも発行企業数が顕著な伸びを見せ
始めると考えている。 
本研究の第 5 章の事例企業で取りあげる清水建設株会社（本社：東京）は、2015 年度





業（約 3,600 社）の 5％にとどまっている。日経平均株式を構成する主要 225 社に限って






図表 1-14 国内自己表明型統合レポートの発行の現状と企業 
年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
発行企業数 25 33 61 94 140 205 
発行企業数
の上場市場 
－ － － － 130 191 
発行企業数の上場市場 2014 2015 
非上場 － 9 
JASDAQ/マザーズ － 5 
東証一部 130 177 
（出所）KPMG, 2016 をもとに筆者作成。 
 
 KPMG ジャパンの統合報告アドバイザリーグループによる「日本企業の統合報告書に
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関する調査 2015」の調査によれは、IIRC の統合報告書を作成する企業数は、2014 年度は





図表 1-15 統合報告書のページ数 
年度 2014 2015＊ 
30 ページ以下 8% 9% 
31～60 ページ 42% 46% 
61～90 ページ 26% 27% 
91～120 ページ 13% 10% 
121 ページ以上 11% 8% 
平   均 71 ページ 68 ページ 
   ＊n=202 社（日本語版を対象）（出所）KPMG （2016）をもとに一部筆者作成。 
 











行企業の規模を売上高で調査したところ、売上高 1,000 億円以上の企業が全体の 85％を占
めており、比較的規模の大きい企業が統合報告書の発行に取り組んでいる（同上論文, 
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3-2 IIRC の 7 つの指導原則 
 



















                                                   
13）空運業や保険業は上場企業が少ないため割合が高い（KPMG, 2015）。 
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 IIRC は 7 つの指導原則で「簡潔性」を示している。この点について近年の環境・CSR
報告書、統合報告書の掲載情報量が増加傾向にあるため、情報量で判断する場合、簡潔性
                                   （第 1 章） 
-筑波由美子-                                 48 
 
を欠く報告書が見られる。 
ページ総数が 100 を超える報告書が妥当なものかどうかについて、環境・CSR 報告書の
発行に先駆的な Novo Nordisk （デンマーク）と RICHO（日本）の冊子の発行ページ数
を比較したところ、両社ともに 100 ページを超えていた。Novo Nordisk 社の報告書名は、
2010 年から 2015 年まで「Annual Report」で 2010 年から 2015 年まで一貫して総ページ
数 116 ページで作成されている 
 
図表 1-17 Novo Nordisk 社「Annual Report」の総ページ数 
年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
総ページ数 116 116 116 116 116 116 
（出所）Novo Nordisk （2010-2015）をもとに筆者作成。 
 
リコーは発行年度によって若干の増減が見られるが、ほぼ総ページ数が 100 ページ前後
であった。IIRC の指導原則「簡潔性」について、ベストプラクティスである 2 社の報告
内容を基準とするならば、100 ページ前後の報告書が簡潔性を満たしていると判断される。 
 
図表 1-18 統合報告書の総ページ数の比較（2013-2015）               
年度 2013 2014 2015 
Novo Nordisk「Annual Report」 116 116 116 
RICHO「リコーグループサステナビリティレポート」 98 106 94 
（出所）Novo Nordisk, RICHO（2013-2015）をもとに筆者作成。 
 
リコーの報告書は「統合報告書」「アニュアルレポート」「社会的責任（CSR）経営報告
書」「環境報告書」の 4 種類を別冊で発行している。アングロ・アメリカン社は WEB サイ
トで各報告書を PDF でダウンロードでき利便性を高める工夫がされている。 
 
3-3 IIRC の 9 つの内容要素 
 
統合報告が生み出す価値創造に関する研究では、伊藤（2016）は「企業価値の概念、統
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合報告の体系、財務情報と非財務情報の統合という 3 つに大別している。統合報告は外部
報告ではあるが、バランスト・スコアカード（Balanced Scorecard : BSC）やインタンジ
ブルズと密接に関わっている」という。 
 


















 統合報告が提供する情報について、IIRC の内容要素から確認する。 
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IIRC は 6 つの資本を図表 1-10 で構成を示している。しかし、IIRC は 6 つの資本を階
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いる」（積水ハウス, 2016, p.3）という編集方針を明確にしている。 
積水ハウスの報告書の特徴は、コンテンツの中に「統合報告パート」という見出しを付
け、持続可能性報告と内容が異なることを示している点である。『Sustainability Report 
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2016』は、総ページ数 76 ページで作成されており、IIRC の簡潔性のある報告書といえる
統合報告書の発行ページ数は、企業の開示内容によって異なるが、KPMG（2016）の調査
によれは、平均 6 ページで構成されている。 
 
図表 1-22 積水ハウス『Sustainability Report 2016』 
目次 ページ数 
統合報告パート 5～21 ページ 
CSV 戦略－事業を通じた、共有価値の創造 23～49 ページ 
組織マネジメント 53～59 ページ 
「環境」報告 61～63 ページ 
「社会性」報告 65～67 ページ 
外部意見・評価・関連データ 69～76 ページ 
（出所）積水ハウス（2016）pp.3-4 をもとに筆者作成。 
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IIRC は 2013 年 12 月に＜IR＞フレームワークで統合報告書を作成するための「7 つの
基本原則」「9 つの内容項目」で作成のサポートをしている。近年の傾向として、報告書と





図表 1-23  積水ハウスの『Sustainability Report 2016』の特徴 
1. 掲載内容は社会情勢、2015 年度報告書に対する 1,124 人のアンケート回答などを勘案し、社外
委員 3 人を含む CSR 委員会で決定する。 
2. G4 の「中核」に準拠しており、一般標準開示項目（「中核」準拠のために開示が求められている
項目）についてすべて開示するとともに、特定標準開示項目（46 側面）のマテリアルな 19 側面
を六つの「CSV 戦略」に束ね、冊子と WEB サイトで開示する。 
3. 財務資本の提供者向けに「統合パート」のページを設けている。 






（出所）積水ハウス（2016）p. 3 をもとに筆者作成。 
 






利利便性や有用性を高める WEB サイトの公表は報告冊子にない機能性が高い。WEB サ
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（出所）積水ハウス（2016）p. 3 をもとに筆者作成。 
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るので、情報の発信のあり方を示す図表 1-25 を明記する必要性があるものと考えている。 
 
図表 1-26 積水ハウスの創造価値を表す指標概念 
経済価値 売上高営業利益率（％）、戸建住宅 1 棟当たり単価（円） 
















                                                   
14）4 つ価値は、持続可能な発展を目指すものとしている。また、共有価値を示す指標を用いて取組効果
を示している。「2005 年に、『持続可能性』を経営の機軸に捉え、『4 つの価値』」で公表している。「4
つの価値」に基づく「3 の指針」は 2006 年に策定している（積水ハウス, 2016, p.15）。 
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図表 1-27 積水ハウスのオクトパスモデル図 
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本、社会・関係資本、自然資本に 6 つの資本を投じている15。「住いづくり」のビジネスプ












積水ハウスの CSV は共有価値の創造には、重点的に取組む 5 つのテーマを「5 つの CSV
戦略」として次の「1.住宅のネット・ゼロ・エネルギー化」「2.生物多様性の保全」「3.生産・
施工品質の維持・向上」「4.住宅の長寿命化とアフターサポートの充実」「5.タイバーシテ
イの推進」の 5 つを CSR 戦略としている。 













れ、社会課題に貢献するものとしている（積水ハウス, 2014,  p.15）。 
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第 1 節の 1 では、環境管理会計に関する課題、2 では、外部報告に関する問題意識につ
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生態系と生物多様性の経済学（The Economics of Ecosystems and Biodiversity, TEEB）
16の研究プロジェクトリーダーである Pavan Sukuhdev（2013）によれば、著書












IIRC は＜IR フレームワーク＞の中で「6 つの資本」ダイアグラムで、経営と資源の関
わりについて、自然資本を次ぎのように定義している。「組織の過去、現在、将来の成功の
基礎となる物・サービスを提供する全ての再生可能及び再生不可能な環境資源及びプロセ





において最終報告書が発表されている」（経済産業省, 2015, p.422） 
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『平成 27 年度環境会計・自然資本会計のあり方に関する課題等調査検討業務』（平成 28
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る。さらに「自然資本とのかかわりを含む ESG の観点を投資判断に反映する」（環境省, 
2016, p.73）施策も進められている。 
③について、「国際的には、自然資本連合による自然資本プロトコルの開発が進められて
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を探求している（環境省, 同上書, p.13）。 












普及のためには、環境に関する国際基準が重要な手段になる（千葉, 同上書, 2013）。 
 WBCSO の『Reporting matter Redefining performance and disclosure, WBCSD 2015 
REPORT』で 169 社のレポートを対象に現在のレポートの特性について調査されている。 
報告書のタイトルとサステナビリティとしている企業は 44％（前年 57％）になり、前年
度より 13％程減っている。Annual Report や統合報告として発行する企業が増加したこと
によるものと判断される。報告書を統合報告と宣言したレポートは 12％（前年 8％）と前
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年に比べて増加が見られる。報告書の発行ページ数は、平均 93 ページ（前年 98 ページ）
であった。報告書の作成に当たって参照するガイドラインは GRI ガイドラインを使用する





図表 2-1 WBCSD レポート特性調査                       
調査項目 2013 2014 
レポートタイトルをサスレナビリティレポートしている 57% 44% 
統合報告と宣言したレポート 12% 8% 
サステナビリティ報告書の平均的なページ数 98% 93% 
GRI ガイドラインの使用 88% 75% 







がまだ多いことが WBCSD の調査報告から伺える結果となった。 
 
1-3 非財務情報開示に関する EU 指令 
 
非財務情報開示を義務付ける EU 指令が 2014 年 12 月に発効され、EU 加盟国は 2 年間
の猶予期間で自国の法規制を EU 指令に適応させることになり、2017 年から EU 指令に
基づく企業の年次報告が始められる（環境省, 2016, p.14）ことになっている17。 
                                                   
17） 報告書を作成する企業は、「一定規模以上の公益性の高い企業で、環境問題、社会や従業員に関する
課題、人権尊重、腐敗防止や贈賄、取締役会の多様性に関する企業の方針、リスク、実績についての情
報を制度開示の書類の中で示すことが義務付けられるようになる」（環境省, 2016, p.14）。 
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「EU 連合は、非財務情報開示のガイダンスを 2016 年 12 月までに提示することになっ
ており、一方で、2013 年には IIRC が統合報告の枠組みを提示し、米国では米国サステナ
ビリティ会計基準審議会（Sustainability Accounting Srandard Board, SASB）が制度開
示書類（Form 10-K および Form 20-K）における業種別の ESG 情報（環境・社会・ガバ
ナンス情報）開示基準の策定を進めている。さらに 2015 年には、気候情報開示基準審議
会（Climate Disclosure Standards Board, CDSB）18が 6 月に CDSB フレームワークを公
表し、11 月には世界的なサステナビリティ基準の策定機関（Global Reporting Initiative, 
GRI）19から GRI スタンダードへの移行計画が発表された」（同上書, p.14）。 
 CDSB は、2010 年 9 月に発行した『気候変動枠組み第 1 版』（Climate Change Reporting 
Framework Edition 1.0:CCRF1.0）を継続的に更新している。 
同フレームワークは欧州における非財務情報開示の義務化や議論にも影響を与え、その
後、IIRC による統合報告フレームワークの開発や自然資本の利用に伴うリスクを受け、
CDSB は 2013 年にそのミッションを、気候変動のみならず、より広範な環境およびその
他の情報に関する制度開示枠組みの開発を拡大している。 
2015 年 6 月に CDSB から『CDSB Framework for reporting environmental 
information & natural capital, Advancing and aligning disclosure of environmental 
information mainstream reports, June 2015』（環境情報と自然資本に関する情報開示の




CDSB フレームワークは報告内容を 7 つの指導原則、12 の報告要件に整理している。（同
上書, p.14-15）。 7 つの指導原則、12 の報告要件の環境情報は、環境情報を 3 層に分類分
けしている。資源（材料）環境情報は、全ての環境情報という枠組みの中に、関連する環
境情報と、さらにその中央にある環境情報を資源（材料）環境情報として位置づけている。 
                                                   
18）「日本の有価証券報告書や米国の From 10-k 等の制度開示書類において企業の気候変動関連開示情報 
の開示を行うための国際的な枠組みの構築を目指し、2007 年の世界経済フォーラムの年次総会（ダボ
ス 会議）で設立されたコンソーシアムである（環境省, 2016, p.14）。 
19）GRI（Global Reporting Initiative）は、サステナビリティに関する国際基準の策定を使命とする非営
利団体で UNEP（国際環境計画）の公認団体として国際基準「サステナビリティ・レポーティング・
ガイドライン）を策定している（http://www.sustainability-fj.org/gri/, アクセス 2016.6.25）。 
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 では、CDSB フレームワークの 7 つの指導原則、12 の報告要件の要求される内容をそ
れぞれ確認する。 
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（出所）CDSB（ 2015）pp.11-26 をもとに筆者作成。 
 
図表 2-3 環境情報の分類 
 
（出所）CDSB（2015）p.11 より引用。 
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1-4 自然資本連合（Natural Capital Coalition）の取組み 
 
 自然資本連合（Natural Capital Coalition）20は、「企業向けの自然資本会計（Natural 
Capital Accounting）の世界共通の枠組みとして、自然資本プロトコル（Natural Capital 
Protocol）の開発に取り組んでいる。2015 年 6 月に自然資本プロトコルの『枠組み草案』














                                                   
20）「自然資本を減耗させるのではなく、増強させる報告へシフトするために、企業活動による自然資本
へ  
の影響を評価するための手法を開発、試行する」ことを目的として 2012 年に発足した団体」である（環 
境省, 2016, p.20）。 
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自然資本プロトコルの草案の 4 つの原則は、関連性、厳格性、再現可能性、整合性の 4
つを提示している。中でも、再現可能性は、信頼性から変更されている。同草案の原則は、
CDSB フレームワーク、GHG プロトコル、GRI ガイドライン、IIRC の統合報告フレーム
ワークなどを参照し作成している。  
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2-1 環境管理会計（Environmental Management Accounting, EMA）とは 
 
環境管理会計（Environmental Management Accounting, EMA）は、2 つに大別され
る。まず、企業外部へ情報開示を行う外部環境会計（External Environmental Accounting）
と、企業内部の経営管理に資する内部環境会計（Internal Environmental Accounting21）
の 2 つに大別される。  
 
図表 2-5 環境管理会計の対象範囲と情報区分 
環境管理会計 
貨幣単位の環境管理会計 物量単位の環境管理会計 
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定している。下図の A から G の項目は環境管理会計が広範にわたる企業活動を捉える会計
手法であることが分かる。 
 










A から G の項目が環境・CSR 報告書で開示されている。企業の環境経営が広範囲にな
                                                   
22 経済産業省は 1999 年から 2001 年度の 3 年計画で、社団法人産業管理会計協会に委託し、同協会内に
環境会計委員を設置し、調査研究を進めてきた成果の報告を受けて「EMA 手法ワークブック」として
取りまとめたもの（経済産業省, 2004）。 
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23）生産プロセスでの物量と貨幣の流れを正確に捕捉し製造プロセスの非効率性を物量と貨幣単位で明ら
かにする手法。伝統的な原価計算では明らかにされていない環境問題を金額ベースで示す手法（経済産
業省, 2004, p.5）。 
24）製品の使用・リサイクル・廃棄段階でのコストを考慮した原価計算手法。伝統的な原価計算では明ら
かにされていない環境問題を金額ベースで明らかにする手法（経済産業省, 2004, を p.5）。 
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2-4 企業の環境情報開示のあり方について  
 
環境報告ガイドランの改定に向けた検討会（第 1 回目）が 2012 年 10 月 18 日に行われ、
『環境に配慮した事業活動の促進に関する検討委員会 報告書（案）～グローバルな動向
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る。企業活動の環境負荷は主に下図 2-8 の 3 つの輪の重なる部分全てを情報化することは
まだ困難である。 
 
図表 2-8 環境報告と環境情報の関連性 
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基本的な原則 目的適合性 表現の忠実性 






重要な視点 経営責任者の主導的関与 戦略的対応 
ガバナンス ステークホルダーへの対応 
バリューチェーン志向 

















評価指標（Key Performance Indicators , KPI）（以下、KPI）に期待が集まっている。 
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査結果）の報告によれば、調査が開始された平成 8 年から平成 25 年までの間、環境保全
に向けた取組みを効果的に進められるよう、その実態を的確かつ継続的に把握し、評価し、
その結果を普及させていくことを目的として、調査が実施されている。調査対象と調査方
法は、上場企業（425 社回答率：52.0％）、非上場企業（975 社回答率 44.7％）の 1,400
社の回答（環境省,2016）をもとに集計されている26。平成 24 年度は 3,000 社いついて下
図の調査項目を実施している。 
 





26）平成 23 年度までは、対象企業の全数調査であったが、平成 24 年度から標本調査に変更 されている
（環境省,2016）。 
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図表 2-11 「環境にやさしい企業行動調査」調査項目（平成 26 年度）           
 調 査 項 目 
①  環境配慮経営の推進状況等について 
②  環境マネジメントシステムの保証について 
③  取引先との関係について 
④  事業活動に係るライフサイクルにおける環境取組みについて 
⑤  環境に関する情報開示等について 
⑥  環境ビジネスについて 
⑦  地球温暖化防止対策について 
⑧  環境会計について 
（出所）環境省（2016b）「調査項目」をもとに筆者作成。 
 
図表 2-12 環境報告書の作成に参考としたガイドライン等 （複数回答） 
環境報告書ガイドラン（環境省） 66.2% 
他社の環境報告書 37.8% 






N=574 （出所）環境省（2016b）p.12 をもとに筆者作成。 
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荷データを把握している割合は、平成 24年度に比べて平成 26年度は 2倍に増加している。
これは、企業が環境データを十分に集計できる設備が整ってきたことにある。 
 
図表 2-13 事業エリア内における環境負荷データ把握状況          
 把握している 把握していない 回答なし 
2015 年
（N=1,400） 
68.6% 26.4% 5.1% 
2014 年
（N=1,496） 
30.0% 68.7% 1.3% 
2013 年
（N=1,161） 
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図表 2-15 事業エリア外における環境負荷データの把握状況27         
 把握している 把握していない 回答なし 
2015 年度 12.9% 81.2% 5.9% 
N=1,400（出所）環境省（2016b）p.9 をもとに筆者作成。 
 



















      N＝180（出所）環境省（2016b）p. 9 をもとに筆者作成。 
 
事業内エリアと事業内エリアで、「水資源投入量」「総排水量」の把握している環境デー
                                                   
27）「事業エリア外における環境負荷データの把握状況」調査は新規のため平成 26 年度の調査結果のみと
なっている（環境省, 2016b, p.9）。 
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図表 2-17 環境報告書の作成企業数の推移（2005 年から 2016 年）      
年
度 











環境報告書の発行企業数は 2005 年（713 社）から調査が開始され、2010 年（1,160 社）
をピークに横ばいで推移している。環境報告書の作成・公表の状況について、有効回答数
1,400 社のうち「環境報告書を作成・公表している」と回答した企業は 39.4%であった。 
 環境報告書の作成状況を売上高別に見た結果は、「作成・公表している」が「1 億円～5
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2-6 国際会計士連盟（International Federation of Accounts）の国際ガイダンス文書 
 















                                                   
28）IFAC は、1977 年に設立された会計職業専門家の国際的な連合組織で、2015 年現在、130 の国と地
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（出所）IFAC（ 2005）p.13 をもとに筆者作成。 
 
 
                                                   
29）欧州では、有害物質の電気・電子機器への使用を制限するため、2006 年 7 月 1 日から RoHS 指令
（DIRECTIVE 2002/95/EC OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL of 27  
 January 2003 on the restriction of the use of certain hazardous substances in electrical and 
electronic equipment）が施行され、鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、PBB、PBDE の 6 物質が有害
物質として使用制限している（経済産業省，2011）。 
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2-7 環境報告ガイドライン（2012 年版） 
 
























⑩  地域情報など、より詳細な情報の考え方を整理した。 
⑪  生物多様性の保全等に関する情報・指標を充実させた。 
 （出所）環境省（2012）p.6 をもとに筆者作成。 
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境報告ガイドライン』」（環境省, 同上書, p.5）と名称を改めている。2012 年度版の主な改





2-7-1 主要業績評価指標（Key Performance Indicator , KPI）への期待 
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挙げられる」（同上書 , p.52）。CASEBEE の「環境効率の考え方は、BEE（Built 
Environmental Efficiency：建設物環境性能高率）に反映されている」（同上書, p.52）も
のとされている。 
CASEBEE を例に KPI への期待を鑑みると、現在の KPI は企業全体の目標達成評価を
効果的に示すことが可能だが、企業間比較では KPI が十分に機能していないことになる。 
この点について、KPI 指標の充実を図っていく必要性があると考えている。 
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効果的に提示している会計手法の 1 つとして評価されるものであると考えている。 
 






































（出所）環境省（2012 ）p.36 をもとに筆者作成。 
 
2-8 GRI（Global Reporting Initiative）ガイドラインについて 
 
GRI（Global Reporting Initiative）ガイドライン（以下、GRI ガイドライン）は、発行年
度を遡ると 1997 年に GRI プログラムが開始され、その後、2000 年にガイドライン第 1 版の
発行されている。2013 年 5 月には GRI ガイドライン、『G４』が発行されている。国内外の企
業が環境・CSR 報告書を作成するにあたり、最も多くの企業が参照しているガイドライン 
である。1997 年に、CERES（Coalition for Environmental Responsible Economies）が
国連環境計画（UNEP）の協力で GRI プログラムが開始されてから既に 19 年が経過して
いる。GRI ガイドラインは「報告原則および標準開示項目」と「実施マニュアル」を公表
し て い る （ GRI,2016.9.19,www.globalreporting.org/Pages/resourcelibrary.aspx?res 
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図表 2-21 GRI ガイドランの変遷 
2013 年 5 月 GRI ガイドラン第 4 版発行。 
2011 年 3 月 GRI ガイドラン第 3.1 版発行。 
2006 年 5 月 GRI ガイドラン第 3 版発行。 
1月～3月 パブリックコメント募集。 
2005 年 12 月 GRI ガイドラン第 3 版ドラフト発行。 
2003 年  SFP（Structured Feedback Processes）をスタート。 
2002 年 9 月 GRI 本部をボストンからアムステルダムへ移動。ステークホルダ
ー協議会（SC：Stakeholder Council）を設立。最初の業種別補足
文書を発行。 
8 月 GRI ガイドライン第 2 版を国連持続可能な開発に関する世界サミ
ットにて発行。 
4 月 GRI 発足記行事をニューヨーク国連本部にて行う。 
1 月 独立機関としての GRI 設立のための理事会を発足。 
2001 年  ガイドライン改定のための作業を開始。丸智頭テークホルダーに
よる業種別補足文書の作成作業を開始。 
2000 年 11 月 ワシントン DC にて国際シンポジウムを開催。 
6 月 GRI ガイドライン第 1 版を発行。 
1999 年 3 月 GRI ガイドライン公開草案を発表。ロンドンにて国際シンポジウ
ムを開催。 
1997 年 9 月 CERES（Coalition for Environmental Responsible Economies）
が国連環境計画（UNEP）などの協力で GRI プログラムを開始。 
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企業は環境経営の取組みを報告書に掲載するにあたり、GRI ガイドラインの報告原則に則り
作成している示す GRI ガイドラインインデックスを掲載している。PUMA の Annual Report 
は、「サステナビリティ情報」の掲載ページにはそれぞれどの原則に基づいているか、GRI ガ
イドラインナンバーをページごとに記載している。 
2013 年に IIRC の＜IR＞フレームワークが発行され、普及がみこまれているものの、企
業が参照していると記載されているのは GRI ガイドラインである。GRI のガイドラインの変
遷を辿るってみると、GRIのガイドランが開始されたのは 1997年に U国連環境計画（UNEP）
の協力をへてプログラムが始動している。その後、草案のシンポジウムがロンドンで開催され、
翌年の 2000 年に第 1 版が発行された。その後、必要に応じて改定され、2002 年に GRI ガイ
ドライン第 2 版を国連持続可能な開発に関する世界サミッ 
トにて発行している。それから 4 年後に第 3 版が発行された後はバージョンアップがあっ









第 3 節 統合報告の国際事例研究 
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合報告の国際事例を 2 社取上げる。 












図表 2-22 アングロ・アメリカン社 企業概要 
会社名 アングロ・アメリカン社 
本 社 ロンドン 
設 立 1917 年 
業 種 資 源 
上場／非上場 上 場 
（出所）日本公認会計士協会（2013）p.5 をもとに筆者作成。 
 
                                                   
30）「DJSI（Dow Jones Sustainability Index）は、1999 年から米国のダウ・ジョーンズ社と SRI 運用
機関であるイスの SAM（Sustainability Asset Management）が共同で作成した指数である。「Dow Jones 
Global Index」に含まれる世界の企業 2,500 社を母集合として、経済、環境、社会の 3 つの観点から SAM 
が企業調査を行い、各業種で上位 10％以内の評価企業が DJSI に採用されている」（環境省、2007, p.17）。 
31）「 FTSE4Good は、英国の金融紙フィナンシャル・タイムズとロンドン証券取引所の合弁会社である




ジティブ評価を実施して構成銘柄を選定している」（環境省、2007, pp.17-18）。FTSE 4Good インデッ
クス・シリーズ。環境、社会、企業統治に関する世界基準を満たす企業を構成銘柄とした指数を指す
（FTSE Russell,アクセス 2016.8.14, http://ftserussell.jp/product/responsible-investment.html）。 
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図表 2-23 アングロ・アメリカン社のアニュアルレポートの特徴 




   （出所）日本公認会計士協会（2013）p.13 をもとに筆者作成。 
 






図表 2-24 アングロ・アメリカン社の『ANNUAL REPORT 2015』のコンテンツ 
目次 ページ数 
戦略的なレポート 2-64 ページ 
ガバナンス 65-108 ページ 
財務諸表 110-174 ページ 
鉱石埋蔵鉱物資源 176-178 ページ 
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示している。「安全性」、「労働生産性」「環境」「人事」「社会」はそれぞれ 2011 年から 2015
年の年次報告になっている。またアングロ・アメリカン社の主要な「環境」指標は「非財




図表 2-25 その他の情報「非財務データ」―環境― 
環境 2011 2012 2013 2014 2015 
TOTAL CO2 排出量（Mt CO2 e） 19 18 17 17 19 
TOTAL  エネルギー消費量（million G） 102 113 106 108 106 
TOTAL  新しい水消費量（million m3） 124 156 201 196 222 
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（図表 2-26）。WEB サイトで、レポートを文書管理（図表 2-26）メリットが効果的に開
示している。アングロ・アメリカン社の報告書の一覧と管理方法は、経年で開示する情報








図表 2-26 アングロ・アメリカン社の報告書の一覧と管理方法 
























アングロ・アメリカンプラチナ埋蔵量と鉱物資源 2015  
（出所）アングロ・アメリカン社, 2016.8.14, www.angloamerican.com/ 
 investors  /annual-2016 をもとに筆者作成。 
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トを個別にダウンロードすることができる。開示年度は 2015 年から 2010 年までの 6 年
分が表示されているが、一覧の「more」から過去の報告書にもアクセスできる。グループ
レポートは、『Annual Report2015』、『鉱石埋蔵量および資源保有レポート 2015』、『サス




アングロ・アメリカン社では、各レポートが分全て Annual Report に含まれる。このよう
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図表 2-28 アングロ・アメリカン社の自然資本の WEB 画面 
 








Development Report    
（66 ページ） 
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わる重要な資源であることから、水資源への関心は高い。掲載メッセージは、「In 2015, 64% 
of our water came from recycle sources」（2015 年、水資源の 64％はリサイクルである）
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2015』は、3 つのカテゴリーで分類された目次で構成し、総ページ数は 89 ページであっ
た。 
 
図表 2-29 アングロ・アメリカン社の『SUSTAINABILITY REPORT 2015』 
目次 ページ数 
我々のアプローチ 4-18 ページ 
マテリアルの問題 20-69 ページ 
データ及び保証 71-89 ページ 
（出所）アングロ・アメリカン社（2015）p.3 をもとに筆者作成。 
 













この図表で確認されるが、2011 年から 2015 年にわたってほぼ、70％近いに水資源の需要
はリサイクル水でるということになり、水資源を大量に使用する企業の環境パフォーマン
スを効果的に示す情報である。 
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図表 2-30 水資源（2015 データ「環境」）のリサイクル量（2011-2015） 
水（million m3） 2011 2012 2013 2014 2015 
TOTAL 新しい水消費量 19 18 17 17 19 
TOTAL  プロセスでの再利用/リサイクル水 102 113 106 108 106 
TOTAL  総需要量 124 156 201 196 222 



















3-2 国際事例 Novo Nordisk 
 
Novo Nordisk（以下、ノボ・ノルディスク社）32は 90 年以上にわたって糖尿病ケアに
                                                   
32）デンマークに本社を置くグローバル製薬企業。設立：1923 年(本社：デンマーク）, CEO： ラースレ
ビアンソレンセン,事業所：世界 75 ヶ国 / 販売国 世界 180 ヶ国,社員数：41,500 名 （2015 年 1 月）,
売上高： 888 億 DKK （約 1 兆 6,000 億円） (2014 年業績発表より）。糖尿病領域、成長ホルモン領
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図表 2-31 ノボ・ノルディスク社の『Annual Report 2015』目次とページ数 
目次 ページ数 
業績と結果 2015 1-14 ページ 
我々のビジネス 16-42 ページ 
ガバナンス、リーダーシップ、株式 44-54 ページ 
財務、社会、環境、声明文 55-109 ページ 
追加情報 112-113 ページ 
   （出所）Novo Nordisk（2015）「目次」をもとに筆者作成。 
 





レポートの「BOARD OFDIRECTORS」（ガバナンス、リーダーシップ、株式）は 3 ペー
ジにわたって紹介されている。報告書の総ページ数、内容ともに簡潔にまとめられている。
メンバー構成は 21 名で、男性 16 名、女性 5 名が掲載されている。取締役会メンバーの情
                                                                                                                                                     
域、血友病領域において製品とサービスを提供。ノボ・ノルディスクの医薬品事業の日本法人は 1980
年にノボノル・ディスクファーマ株式会社が設立している（http:// www.novonordisk.co.jp/ careers/ 
novo-nordisk-japan/corporate-data.html, アクセス, 2016.5）。 
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図表 2-32 ノボ・ノルディスク社のビジネスモデル 
 
（出所）Novo Nordisk（ 2015）p.4 をもとに筆者作成。 
 
ノボ・ノルディスク社は、ANNUAL REPORT の 4 から 5 ページにわたって、「NOVO 
NORDISK AT A GLANCE」（ノボ・ノルディスク社を一目で）を図表で示し、利用者の
理解度を高める工夫がされている。 
4 ページ目の上段に次のコメントを入れている。「NOVO NORDISK AT A GLANCE」
（ノボ・ノルディスク社を一目で）、次に 4ページの中段には「OUR BUSINESS MODEL」
が示されている。 
図表 2-32 で示されているように、ノボ・ノルディスク社のビジネスモデルは、資源をイ
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図表 2-33 本社とグローバルな組織 
本社 デンマークに本社を置く、1923 年に設立している 
関連会社 75 カ国にオフィスの関連会社がある 
製品 180 カ国以上で製品のマーケティングを行っている 
研究開発 三大陸で行っている 
（出所）Novo Nordisk （2015）p.5 を基に一部作成。 
 
図表 2-34 ノボ・ノルディスク社のトリプル・ボトムライン 
財政的な責任 企業所得税で 8.6 DKK 億費
（+13％） 
純利益は34.9 DKK億円（+32％） 








（出所）Novo Nordisk（2015）p.5 をもとに筆者作成。 
 
図表 2-35 環境パフォーマンス エネルギーと水の消費量（2011-2015） 
 
（出所）Novo Nordisk（2015）p.13 より一部引用。 
 
また、ノボ・ノルディスク社がトリプル・ボトムライン図でも患者を常に中心に位置づ
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な図表で多くの情報を提示していることから、「NOVO NORDISK AT A GLANCE」（ノ
ボ・ノルディスク社を一目で）を示すよう作成された報告書である。 
 
図表 2-36 環境パフォーマンス（2011-2015） 
環境パフォーマンス 2011 2012 2013 2014 2015 2014-2015 
エ ネ ル ギ ー 消 費 量
（1,000GJ） 
2,187   2,433 2,572 2,556 2,778 
 
9% 














有機体残留物（tons） 71,685 99,209 110,228 110,095 124,049 13％ 
廃棄物（tons） 18,695 19,213 20,387 30,720 34,715 13％ 






























の成長の半分に等しい。詳細なターゲット定義については 13 ページを参照すること。 
（出所） Novo Nordisk（2015）p.15 より一部筆者作成。 
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～2015 年の 5 ヵ年を物量単位で示している（図表 2-25）。 
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 第 2 章では、自然資本の内部化の必要性について、環境管理会計の役割と期待に関して
環境省のガイドライン、持続可能な開発のための世界経済人会議（World Business Council 
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第 3 章 環境管理会計と環境マネジメント指標 
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33）Black Sun Plc は、1991 年に設立。ヨーロッパ有数の戦略的な企業コミュニケーションのコンサルタ
ント。専門の戦略的な研究チームがトレンドやベストプラクティスを識別し、クライアントに最新の分
析、アドバイスと指導を行う。2012年、IIRCとBlack Sun Plcは、「BUILDING THE BUSINESS CASE 
FOR INTEGRATED REPORTING」を発行している。 
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る。それによって、当該組織、その投資家及びその他の主体が、より良く短期及び長期の




ムワークに向かうことができる。」として、次の 6 つを挙げている（同上書, 2013）。 
① 投資家が共同で、試行と革新を促すためのパイロット・プリグラムに着手すること。 













1-1 ISO14001 とは 
 
国際標準化機構（International Organization for Standardization, ISO）（以下、ISO）




2005 年 9 月に ISO14001 の改定が発行されている。改定背景には、地球環境問題とグ
ローバル化から企業の環境活動に対応していくためとされている。改定のポイントは、「戦
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新聞, 2015.11.11, p. 18）。 
 

































ントシステムの仕様』を定めている ISO14001 で、平成 8 年に発行されたものである（環
境省, 2016a）。ISO 国際規格の目的は、企業の製品の仕様や業務の手順が各国で異なるの
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 図表 3-2 ISO14000 シリーズと PDCA サイクル 
 
（出所）ISO, 2016.8.29, www.iso.org/iso/home.html より引用。 
 





                                                   
34）PLAN（計画）－DO（実行）－CHECK（監視）－ACT（見直し）の段階を経ることを１サイクル
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1-2 事例企業 RICHO 
 
RICHO（以下、リコー）は、報告書は先駆的なことでも知られる。リコーは社会的な評
価・受賞暦も多く、2014 年 9 月「世界的な社会的責任投資（SRI）指標（Dow Jones 
Sustainability World Indices）構成銘柄に 2 年連続採用。2014 年 5 月「社会的な責任投






Corporate Social Responsibility）を果たすために、 以下の原則を定め取組みを明確にす
                                                                                                                                                     
とし、このサイクルを繰り返すことで継続的な改善を図ろうとするもの。 
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（出所）リコー, 2016.5.15,http://jp.ricoh.com/csr/vision/charter.html より作成。 
 
リコーは、図表 3-5 に示すように「社会的責任に関わる主な指標と実績」を効果的に示




貢献量、水使用量、排出量の 6 つに分類している。それぞれの「対象範囲」は RICHO グ
ループ全体を含めていることを示している。「実績」は各年度の 3 月期のデータを報告し
ている。「主なイニシアティブの関連項目」では GRI ガイダンスの参照 NO.を提示してい
る。「備考」情報の信頼性を示すために第三者の検証を示している。 
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図表 3-5 社会的責任に関わる主な指標と実績 



















































































































 Scop3 RICHO 515.4 606.0 612.5 GRI：EN17 第三者検証 
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＊2013 年度 3 月期、2014 年度 3 月期、2015 年度 3 月期データについて、ビューローベ
リタスジャパン株式会社による第三者検証を受審（出所）リコー, WEB サイト「サステナ
ビリティ＞CSR＞から「社会的責任に関わる主な指標と実績」をもとに筆者作成。 
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第 2 節 社会的責任投資（Socially Responsible Investment, SRI）の変遷 
 




















   （出所）新井（2016）をもとに筆者作成。 
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行わないという（同上紙  2016）。 
 
第 3 節 共通価値の創造（Creating Shared Value, CSV）とは 
 
近年、共通価値の創造（Creating Shared Value, CSV）は、CSR から発展してきた情

















Michel E.Porter and Mark R.Kramer（2011）は、「社会的な便益を提供するために、
企業は経済的な成功をある程度諦めなければならない」。環境に対する配慮と企業の経済活
動はトレードオフの関係にある。 
                                     （第 2 章） 


















的に評価することが要請されるようになり、ESG 情報、KPI 指標が普及している。 







結果、次第に情報が評価されるという CSV という概念が生まれ、CSR 活動が価値を生み
出すと言われるようになった。 
                                                   
37）「共通価値の概念は、企業が事業を営む地域社会の経済条件や社会状況を改善しながら、みずからの
競争力を高める方針とその実行と定義できる。共通価値を創出するに当てって重視すべきことは、社会
の発展と経済の発展の関係性を明らかにし、これを拡大することである」（Michel E.Porter and 
Mark R.Kramer（2011）, p.11）。 
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図表 3-8 CSR と CSV の違い 


































                                                   
38）スチュワードは執事や財産管理人の意味を持つ英語で、コード（指針）とは人から預かったお金を責 
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図表 3-9 非財務情報は運用成果に影響する（調査対象銘柄の累積超過利益） 
 
（注）対象期間 2008 年 11 月～2015 年 7 月（出所）ニッセイアセットマネジメント 
（出所）日本経済新聞朝刊（2015）より引用。 
  
 環境が社会経済の構造に影響を与える現在、2010 年 11 月から 2015 年 12 月までの動き
を追うと、共通するキーワード「環境」が見えてくる。関連する機関の動向は地球環境を
考慮したものが多くなった。 






の開発・販売”に挑戦することである」というように、CSR と CSV が本質的に異なる概
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図表 3-10 グローバル社会経済の構造改革にかかわる近年の動き 
2010 年 11 月 ISO が CSR の国際規格 ISO26000 を発行（CSR の定義を確立） 
2011 年 01 月 
2011 年 05 月 
ポーター教授が CSR を超えるものとして、CSV（共有価値の創造）を艇提唱 
OECD が多国籍企業行動指針を CSR の観点から改訂 
2013 年 05 月 
2013 年 12 月 
GRI がサステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第 4 版を発行 
IIRC が統合思考を促す国際統合報告フレームワークを公表 
2014 年 01 月 
2014 年 02 月 
2014 年 08 月 
2014 年 11 月 
2014 年 12 月 
2014 年 12 月 




800 を超す世界の機関投資家が CDP カーボンに署名 
中国統計局によれば、中国の高齢者比率が 10％を突破 
2015 年 06 月 
2015 年 09 月 
2015 年 09 月 
 
2015 年 10 月 
2015 年 11 月 





ISO が生物多様性を明記し、環境パフォーマンスを問う改訂 ISO14001 を発行 
トヨタが“脱エンジン宣言”たるトヨタ環境チャレンジ 2050 を発表 
日本政府が国家としての気候変動への適応計画を閣議決定 
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第 4 章 アジア・中国の水資源と環境 
 











図表 4-1 各国の削減目標 
中国 2030年までにGDPあたりのCO2排出量 60-65％削減 2005 年比 
EU 2030 年までに 40％削減 1990 年比 
インド 2030年までにGDPあたりのCO2排出量 33-35％削減 2005 年比 
日本 2030 年までに 26％削減＊2005 年比では 25.4％削減 2013 年比 
ロシア 2030 年までに 70-75％に抑制 1990 年比 
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           － 費 用   











              － 企業負担費用   
 － 社会的費用    
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図表 4-2 企業が被る水のリスクの種類 

















聞朝刊, 2016.3.24, p.6）アジア地域で農業人口の多い各国では水資源の確保が欠かせない。 
 しかし、水資源をビジネスチャンスと捉える企業は多いエプソンは、水なしで紙を再生
することができる機器「ペーパーラボ」を開発している（日経産業新聞, 2015.12.11, p.11）。 
 MS＆AD グループのインターリスク総研は「水リスク診断」で企業の環境リスクをサポ
ートする。「企業の国内外の生産拠点などを対象に、水に関するリスクを診断するサービス
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響」「将来予測」の 5 分野がある。評価は深刻度を 5 段階で示される。 
 
図表 4-3 水不足の予測 
 
（出所）国連などの統計をもとに筆者作成 
   （出所）日本経済新聞社朝刊, 2016.1.13 より引用。 
 
海外ではカーボン・ディスクロージャー・プロジェクト（CDP）39が水資源への影響に
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加速しているタイ、マレーシア、ミャンマーの 3 ケ国が入っている。 
 
図表 4-4 ASEAN の自然災害リスク                  （単位%） 
 発生の可能性 災害への脆弱性 リスク指標 ランキング 
（A） （B） （A）×（B） （171 ヵ国中） 
インドネシア 19.36 54.48 10.55 34 位 
シンガポール 7.82 28.78 2.25 160 位 
タイ 13.70 46.61 6.38 90 位 
フィリピン 52.46 53.85 28.25 2 位 
マレーシア 14.60 44.60 6.51 88 位 
ブルネイ 41.10 39.48 16.23 12 位 
ベトナム 25.35 51.64 13.09 18 位 
ミャンマー 14.87 61.48 9.14 43 位 
ラオス 9.55 60.21 5.75 100 位 
カンボジア 27.65 61.90 17.12 9 位 
（出所）国連大学環境人研究所とアライアンス・デベロップメント・ワークス 
「世界リスク報告 2014」日経産業新聞, 2015.1.9 をもとに筆者作成。 
 
タイの自然災害リスクは北部および中部を中心に 8 月から 10 月にかけて降雨量が多く
なり洪水になるリスクが高くなる。その他、地滑り、森林火災、風害等が主な災害となっ
ている。また、地震については北部のミャンマーとの国境付近で発生することが多い（日
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告 2014」から ASEAN の自然災害リスク調査報告がある。発生リスクの可能性、災害へ





① 2004 年スマトラ沖地震、2011 年 7 月末タイの大洪水 
 独立行政法人水資源機構とアジア開発銀行（Asian Development Bank, ADB）（以下、 
ADB）は平成 22 年 11 月 15 日にアジアの水の安全保障改善のための取組みを交わしてい









図表 4-5 にあるように、わが国でも近年、頻発しているのが「2.洪水 豪雨」である。
他の 7 つのリスクを含めて、今後対策をとらなければならない項目であることがわかる。 
                                                   
40）NARBO（Network of Asian River Basin Organizations）は、アジアの河川流域団体のネットワーク。 
2003 年 3 月第 3 回世界水フォーラムで発表され、NARBO は正式にアジアのモンスーン地域における
統合水資源管理（ＩＷＲＭ：Integrated Water Resources Management）を促進するために 2004 年 2
月に設立されました。 NARBO の目標は、アジア全域の河川流域における統合水資源管理の達成を支
援する。 NARBO の目的は、河川流域団体（RBO：River Basin Organization）に関連する水部門機
関と知識パートナー組織間の訓練との情報交換や経験を通じて、IWRM を促進し、水ガバナンスの改
善に RBO の能力と有効性を強化する（http://www.narbo.jp/whats.html, アクセス 2015.3）。 
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図表 4-5 複数の分野地域におよぶ主要リスク 
1. 海面上昇 高潮（沿岸、
島しょ） 











（出所）JCCCA, 2016.5.15, http://www.jccca.org/chart/chart02_09.html にもとづき筆者
作成。 
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となった「パリ協定」が採択された。世界の気温上昇を 2 度未満に抑えることを目標とし、
同時に 1.5 度未満を目指すという努力目標を示している。更に今後は 5 年度ごとに国連に
報告することが義務づけられるなど、温室効果ガス排出削減が世界的な取り組みに位置づ
けられ改新的な協定が現実となった。わが国では、「2030 年までに 2013 年度比 26％減」
を実現可能な削減目標とている。個々の企業活動に伴う環境コストの削減はパリ協定の実
現に不可欠になってきた。「1986 年から 2005 年を基準とした 2081 年から 2100 年におけ
る世界平均地上気温の変化は 0.3～4.8℃、世界平均海面水位の上昇は 0.26～0.82ｍの範囲

















国土交通省の「日本の水資源」（平成 26 年版）の報告によれば、平成 25 年度において
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41）「1978 年（昭和 53 年）の福岡渇水等を契機として水資源の有効活用方策として注目され、雨水・再
生水利用が促進」（国土交通省, 2014, p.19）されてきた。 
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図表 4-7 用途別雨水・再生水利用施設数 
用途 件数 利用率 
水洗トイレ 2,980 件 79.1% 
散水 1,355 件 37.1% 
消防 316 件 8.6% 
修景 307 件 8.4% 
冷房 299 件 8.2% 
冷却 269 件 7.4% 
清掃 262 件 7.2% 
洗浄 209 件 5.7% 
洗車 181 件 5.0% 
その他 191 件 5.2% 
（出所）国土交通省（2014）をもとに筆者作成。 
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アジア水環境パートナーシップ42（Water Environment Partnership In Asia, WEPA）
                                                   
42）アジア諸国は近年経済成長による恩恵を享受している一方で、深刻な水質汚濁の問題に直面している。
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水質汚濁は生活環境の悪化とともに利用可能な水の減少を引き起こす可能性がある。このような背景の
も と、ガバナンスの観点から水環境問題を解決することを目的とし、2003 年の第 3 回世界水フォーラ
ムにおいてアジア水環境パートナーシップ（WEPA）が環境省によって提唱された。 WEPA では、2004
年から、アジア 13 カ国のパートナー国（カンボジア、中国、インドネシア、日本、韓国、 ラオス、マ
レーシア、ミャンマー、ネパール、フィリピン、スリランカ、タイ、ベトナム）の協力のもと、水環境 
問題を解決するために、関係者の能力向上及び解決策の情報・知識共有を行ってきた（アジア水環境パ
ートナーシップ, 2016.9.9, http://wepa-db.net/jp/index.htm）。 
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水汚染の法（1984 年制定、1996 年改正） 
水法（1988 年制定、2002 年改正） 
大気汚染の法（1987 年制定、 1995 年改正） 





























中国環境問題研究会は 2011 年度『中国環境ハンドブック』で 2000 年から 2008 年の中
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の 1 級保護地域、Ⅲ類：生活飲用水 2 級保護地域、Ⅳ類：工業用水、Ⅴ類：農業用水など
に適用される水源とされており、Ⅴ類は劣水でいずれの社会経済的機能を満たせない水源
であることを示している（同上書, 2011）。I 類の水質のものは 5％程度しかなく、安全な
水質を維持し確保できていないことになる。Ⅱ類の生活飲用水が 30％程度少なく、中国の
人口の需要を満たす十分な水資源が少ない現状が示されている。 
 図表 4-10 の 2008 年度の水体水質（水の水質）を 5 分類で見ていくと、それぞれ、Ⅰ類




にある（中国水資源, 水利部発展研究中心, 2016.9.22, http:// baike.baidu.com/view/ 
956878.htm）。 
 5 分類された水を用途別に分けると、Ⅰ類からⅢ類は飲み水として利用し、Ⅲ類からⅤ
類は主に工業・農業・生態に利用されている（中国水資源, 水利部発展研究中心, 2016.9.22, 
http:// baike.baidu.com/ view/ 956878.htm）。 
中国では、Ⅲ類からⅤ類の水資源を生態に利用している。「中国北部の農牧交錯地帯はホロ
ンバイル草原と内モンゴル高原の東南端から寧夏回族自治区（ねいかかいぞくじちく）、甘
粛省（かんしゅくしょう）、山西省（さんせいしょう）の北部に続き、総面積 44 万 km2、
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変えて水資源を改善するものと考えられている（高玉葆・劉林徳・常学礼, 2004, p.149）。 
 
















                                     （第 4章） 




















を定めている（第 6 条、第 7 条）。2002 年環境影響評価の専門法として「環境影響評価法」
が制定された。 
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第 1 節 事例企業 清水建設 
 
1-1 企業概要 SHIMIZU   
 
清水建設株式会社44 （以下、SHIMIZU）は創業 210 年の歴史と高い技術力を誇るグロ
                                                   
44）SHIMIZU は 1903 年に京橋に本店を施工した。1923 年 9 月関東大震災で本店焼失し、その後 1932
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 SHIMIZU は、日本・アジア・欧州・北米の 28 カ国（2015 年 4 月 1 日現在）に事業展
開するグローバル企業である。子会社 61 社及び関連会社 11 社という大手企業である。 
主要事業は、建設事業、開発事業及び各事業に附帯関連する事業を展開している。従業
員数（2016 年 3 月 31 日現在）は、セグメント別に建設に 9,420 人、投資開発に 88 人、
その他は 5,423 人、全社共通45は 661 人が従事している。全体で総従業員数は 15,587 人で
ある。建設事業の受注・売上高は国内・海外比率：建設事業受注高（単体）で、建設（73.3％）、
土木（26.7％）、国内 12,960 億円（91.2％）、海外 1,253 億円（8.8％）。建設事業売上高（単
体）：建設 80.5％、土木（19.5％）、国内 11,836 億円（90.9％）、海外 1,180 億円（8.8％）
である（SHIMIZU,同上書, 2015）。財務データ（国内ランキング）／地域別売上の調査で
は、清水建設は株価ともに 6 位である（図表 5-3）。地域別調査では、アジア地域国内の売
上高は 1 割程度である（図表 5-4）。 
SHIMIZ では未来志向について、シミズグループとして 10 年後のあるべき姿を示す、
長期ビジョン「Smart Vision 2010」で 5 年間の方針を定め「中期経営方針」に基づいて




                                                                                                                                                     
年 7 月に本店復興することができたが、1992 年 12 月室町本店解体し、2009 年 4 月新本社（中央区京
橋）着工し 2012 年 5 月同竣工している。 
45）全国共通と記載している従業員数は、清水建設の管理無紋及び技術研究所に所属している（eol デー
タベースより）。 
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図表 5-1 会社概要 SHIMIZU   
社     名 清水建設株式会社 
会 計 方 式 日本基準 
事業セグメント 2015 年 03 月期 
当社建設：83％、その他：28％ 
当社投資開発：1％ 
調整額： -13％  











（出所）eol データベース, 2016.6.1 より引用。 
 
図表 5-2 建設業界財務データ／業種分析（売上高上位 6 社） 
企業名 連／単 売上高（百万円） 株価 
大和ハウス工業㈱ 連結 2,810,714  1,999,380  
積水ハウス㈱ 連結 1,858,879  1,295,882  
㈱大林組 連結 1,773,981  751,813  
鹿島建設㈱ 連結 1,693,658  725,316  
大成建設㈱ 連結 1,573,270  932,330  
清水建設㈱ 連結 1,567,843  726,221  
（出所）eol データベース,2016.6.1 より引用。 
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図表 5-3 地域別売上高46（百万円） 
日本 アジア その他 合計 
1,396,845 154,752 16,246 1,567,843 
（出所）eol データベース, 2016.6.1 より引用。 
 
図表 5-4 SHIMIZU 中間経営方針（2014） 
① 建設事業の進化 
・ 営業・ソリューションの進化・  技術，人材の進化 
・ 現場マネジメントの進化 
① 重点 3 事業（ストックマネジメント，グローバル，サステナビリティ）の着実な成長 
・ 投資開発・エンジニアリング事業の収益安定化 
・ グローバル事業の持続的成長，安定的な収益の確保 
・ 新規事業 3 分野（eco BCP※1 事業，自然共生事業，新事業）の将来の収益化 
に向けた重点投資 
② 経営基盤の一層の強化 
   ・ 技術力強化・ 人材マネジメント強化・ 企業体質強化・ CSR 推進強化 





1-2 SHIMIZU の CSR 報告書の特徴 
 
SHIMIZU の CSR 報告書の特徴としては、まず 2015 年度までは一貫して CSR 報告書
を発行してきたが、2016 年度より統合的な報告書を発行している47。 
統合型の報告書を発行する企業が増加する中で、CSR 報告書は多くの利用者にとって何
の報告書なのが理解を得やすいという。『シミズ CSR 報告書第 21 号』（2015）に掲載して
                                                   
46）（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類している。 
47）SHIMIZU のニュールリリース「 
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いるCSR 活動の基盤についてCSR 経営の 3柱をもとに目標並びに取組み方針を定めてい
る。 
『シミズ CSR 報告書第 21 号（2015）』は、総ページ数 55 ページで、CSR に関する内
容は 28 ページにわたる。100 ページを超える報告書が珍しくない中で、IIRC の簡潔性を
満たす報告書となっている。報告書の見開きから総ページ数 13 ページにわたってトップ
メッセージ、目次、CSR 報告の基本的な考え方、事業内容と財務状況を報告し、特集や
TOPICS を報告している。報告書は CSR に関する内容がほぼ 7 割を占めている。CSR の
掲載コンテンツは次である。 
 
図表 5-5 CSR 経営の 3 の柱をもとに目標並びに取組み方針 
（出所）SHIMIZU（2014）p.18 をもとに筆者作成。 
 
SHIMIZU は報告書のタイトルどおり、持続可能な社会の実現に向けた CSR 活動を中心
に構成している。「公正で透明な事業活動」に関連する内容（16～23 ページ）、「社会はお
客様の期待を超える価値の実現のために」（25～41 ページ）、「社会との共生のために」（43
～48 ページ）を報告している。総ページ数は 55 ページでまとめられており、IIRC の簡潔
性を満たしているものと見ることができる。また 2011 年～2015 年度まで報告書の総ペー
ジ数でもほぼ一貫したものとなっている。 
 
図表 5-6 SHIMIZU の 3 本柱に基づく CSR 報告書のコンテンツ（2015 年版） 
CSR 活動の活動基盤／活動項目 ページ数 
ACTIVITIES：CSR の取組みの実施事項と評価の一覧表 16-17 ページ 
公正で透明な事業活動のために （18-23） 
  企業統治 企業統治 18-19 ページ 
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 地球環境への貢献 地球環境への貢献 
 新規事業への取組み 











 人権への配慮 人を大切にする企業の実現 42-45 ページ 
 労働環境の向上 安全衛生への取組み 46-47 ページ 
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図表 5-7 SHIMIZU CSR 報告書の総ページ数（2011～2015 年度） 
報告年度 2011 2012 2013 2014 2015 
ページ数 46 ページ 50 ページ 51 ページ 55 ページ 55 ページ 
（出所）SHIMIZU（2011-2015）をもとに筆者作成。 
 
1-3 SHIMIZU の統合的な報告書の特徴 
 
SHIMIZU は、2016 年度より初となった『コーポレート レポート 2016』を発行してい
る。IIRC の統合報告を意識した統合的な報告書を今年から発行する予定という（清水建














                                                   
48）『コーポレートレポート 2016』のニュースリリースは、SHIMIZ（http://www.shimz.co.jp/）の WEB 
 サイトからニュースリリース（2016.8.4 発行）が入手可能である。 
49）島永（2016）は「ブンデス」『統合報告革命ベスト・プラクティス企業の事例分析』 の統合報告の特
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第 1 章「清水建設の概要」、第 2 章「経営方針」、第 3 章「事業分野ごとの戦略と取り組み」、
第 4 章「特集～活き活きとした社会を目指し、新しい流れをつくる」、第 5 章「CSR 経営」
の 5 編で構成されている。 
 
図表 5-8 SHIMUZU 「ニュースリリース」≪参考≫項目 
報告書名 シミズコーポレートレポート 2016（Shimizu Corporate Report 2016） 
発行部数 21,500 部（毎年 1 回） 
配布対象 お客様、株主・投資家、各種団体、教育機関、学生、グループ会社など 
ページ数 A4 版、65 ページ 
編集・発行 コーポレート・コミュニケーション部 
（出所）SHIMUZU, 2016.8.5, www.shimz.co.jp/news_release/2016/2016019.html, 
をもとに筆者作成。 
 
① 『シミズコーポレートレポート 2016』の発行の狙い 
SHIMIZU は 2015 年度まで CSR 報告書として発行してきたが、ニュースリリースや新





ミュニケーション部 CSR 推進室,インタビュー2016.4.27）。 
これまでの総ページ数に加えて経営管理に関する情報が増加見込みということで、2015
年度の CSR 報告書が 60 ページほどあるので、増加を見込んで 100 ページ前項で発行する
ことになるということであった。2016.8.4 にニュースリリースされた『シミズコーポレー
トレポート 2016』は、増加を見込んで 100 ページ前後としていたが、環境・CSR 報告書 
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図表 5-9 『シミズコーポレートレポート 2016』の目次とページ数 
清水建設の概要 4 清水建設の歩みと、いま、そしてこれから 
7 事業内容/ネットワーク 
8 取締役・監査役・執行役員一覧 
10 5 ヵ年ハイライト 
経営方針 12 トップメッセージ 










  -水産仲卸売場棟建設工事- 
30 東京外環自動車道 –大和田工場- 
32 ダイバーシティの推進 









63 ISO マネジメントシステム運用状況 
64 財務諸表 
（出所）SHIMIZU（2016）p.2 をもとに筆者作成。 
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の発行と大差のない総ページ数 68 ページという簡潔性の高い報告書であった。 
では、2016 年版のコーポレートレポートの掲載内容をそれぞれ見ていく（図表 5-10。 
 
1-4 環境経営指標（CASBEE 不動産評価認証）の役割  
 
CASBEE 不動産評価認証とは、Comprehensive Assessment System for Built 
Environmental Efficiency：建築環境総合性能評価システムのことで、建築業界では環境
配慮型の建築物を評価するための CASBEE と LEED というシステムがある。 
日本でグリーンビルディングの代表的な評価システムとして、（財）建築環境・省エネル
ギー機構（IBEC）内で開発された CASBEE（Comprehensive Assessment System for 
Built Environmental Efficiency：建築環境総合性能評価システム）と米国グリーンビルデ
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同所有する賃貸用オフィスビル「シーバンス S 館51」が CASBEE 不動産評価認証52の最高














1-5 SHIMIZU の 4R（Refuse, Reduce, Reuse, Recycle）活動 
  
SHIMIZU は、「建設業は『住』の担い手として、また道路は橋などの社会インフラの推
進役として人々の生活と深くかかわっている」（SHIMIZU, 2007, p.2）ことになる。 
SHIMIZU の 4R は、「建物のライフサイクル全体でも天然資源等投入量・環境負荷の最
小化」（同上書, p.2）と「建物の一生と環境問題」（同上書, p.2）に取組むにあたり、「作業
所の資源を大切にして、ごみを出さない活動」（同上書, p.2）を行っている。発生するごみ






ンクの取得となりました」（清水建設, ニュースリリース 2016 年）。 
52）CASBEE 不動産評価認証とは、省エネや環境負荷の少ない資機材の使用といった環境配慮はもとよ
り、室内の快適性及び景観の配慮なども含めた建築物の品質を総合的に評価する CASBEE 評価認証の
うち、竣工後 1 年以上を経過した既存建築物を対象としたもの。なお、CASBEE 評価認証は、一般財
団法人建築環境・省エネルギー機構（IBEC）より認定を受けた第三者機関が評価内容を審査し、的確
であることを認証します。当ビルは一般財団法人日本建築センター(BCJ）から認証を取得した（清水
建設, ニュースリリース 2016 年）。 
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2013 年にマレーシア政府からの受注を受けた SHIMUZU は、パハン・セランゴール導
水ドンネル事業プロジェクトを施工した。完成すれば東南アジア最長54となるトンネルが
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るだけの技術力のある SHIMIZU の 4R55（SHIMIZU, 2007）は、しっかりとスタッフに
理解され、スタッフ自身が安全と無駄な廃棄物を作らない徹底した取組みを称賛しトンネ





訳は、マレーシア（76 人）、日本（21 人）、インドネシア（19 人）、タイランド（3 人）、
UK（1 人）、インディア（1 人）であった。 
作業場のスタッフは総勢 871 人であった。国別の内訳はマレーシア（393 人）、インド
ネシア（231 人）、バングラデシュ（164 人）、ネパール（33 人）、タイランド（12 人）、







設と行った。完成すれば東南アジア最長となるトンネル工事は 2014 年 5 月に完成してい
る。このプロジェクトに参加したスタッフは、「マレーシアはもとよりインドネシア、バン
グラディッシュ、インド等のアジア諸国を中心に、海外から 1,000 人以上の人々が参加」
                                                                                                                                                     
パ 




56）（清水建設株式会社 コーポレート企画室 コーポレート・コミュニケーション部 部長 CSR 推進グル
ープ長, 2015.5.26, インタビュー）より。 
57）（清水建設株式会社 コーポレート企画室 コーポレート・コミュニケーション部 部長 CSR 推進グル
ープ長, 2015.5.26, インタビュー）より。 
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（清水, 2013, p.10）している。 
 





3.工  期：トンネル延長 44.6km・直径 5.2m、トンネル掘削土量 111 万ｍ3・
コンクリート使用量 25 万ｍ3、工事用道路 15.8km 
4.トンネル掘削法：TBM（Boring Machine）工法 3 工法、NATM（New Austrian 
Tunneling Method）4 工区 開削工法 1 工区 
＜特徴＞ 
1.トンネル延長：44.6km（世界で 11 番目、東南アジアで最長） 
2.トンネル最大土かぶり：1,246m（世界で 8 番目の深さ） 
3.トンネル高速施工：1,000/月（TMB 目標、長短工期の完成を目指す） 
4.施工：2 種類の工法による多工区同時施工（TBM3 工区、NATM4 工区の 7 工
区の同時施工） 
5.現場施工体制：スタッフ 128 名（日本職員 20 名、その他 6 カ国）、作業員は











                                    （第 5章） 





















2015 年度の報告によれば、「建設副産物の総排出量は前年度比約 6％減の約 230 万 t、汚







                                                   
58 LC（Life cycle）全コストとは、ある製品の原材料の採取から使用を経て、その製品が自然
に還るまでにかかるすべてのコストと定義する（矢澤・平澤, 2013, p.214）。 
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で一覧に纏めると図表 5-16 で表すことができる。 
建材の廃棄量と再利用に関する情報とマテリアルフローを別々にダイアグラムで開示す
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図表 5-16 マテリアルフローと総排出量と最終処分率、副産物総量原単位情報の一覧表案 
（単位：万ｔ） 
 2011 2012 2013 2014 2015 
建設汚泥 54 54 74 80 71 
混合廃棄物 4 5 7 7 5 
ガラス・陶磁器くず、廃プラスチック類 
紙くず、金属くずなど 
10 9 7 7 13 
がれき類 132 129 146 145 136 
建設木くず 4 4 4 5 5 
水分（縮減） 32 30 35 40 41 
副産物の総排出量計 204 201 238 244 230 
最終処分（管理型処分場） 22 21 32 17 19 
最終処分（安定型処分場） 4 2 2 3 4 
リサイクル合計 144 146 167 181 162 
環境パフォーマンス（％） 70％ 72％ 70％ 74％ 70％ 
（出所）SHIMIZU（2011-2015）マテリアルフロー図をもとに筆者作成。 
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 清水建設は、WEB サイトで環境データのみ集計した報告書を公表している。 
水資源情報の現状は、「5.水使用量及び排水量」で作業所の水使用量と排水量と部門別の
作業所の水使用量が WEB サイトの環境デートで公表している。 
開示情報は、作業所の水使用量と排水量を 5 年間の継続データで示し、更に部門別（建設
事業部、関西事業本部、北海道支店、東北支店、北陸支店、関東支店、名古屋支店、広島
支店、九州支店、土木東京支店）の情報を加えている。（清水建設, 「CSR 報告書第 21 号





図表 5-17 環境データ情報 
目 次 ページ数 









3.省資源・資源循環 建設副産物の減量化・再資源化 5 ページ 
4.フロン類回収量 6 ページ 





6.4 環境会計要約除法の直近 3 機関の推移表 
7-10 ページ 
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7.社外顕彰受賞一覧 11 ページ 
8.CSR に関する当社の主な動き 12 ページ 
（出所）SHIMIZU, 2016.7.1, http://www.shimz.co.jp/csr/environment/report/index. 
html,『CSR 報 告書第 21 号 2015 年データ』をもとに筆者作成。 
 
図表 5-18 作業所の水使用量及び排水量推移の一覧開示案  
年度 2010 2011 2012 2013 2014 
水使用量（千 m3） 1,498 1,633 1,916 1,798 1,945 
排水量（千 m3） 1,000 1,090 1,412 1,090 1,808 
（出所）SHIMIZU, 2016.7.1http://www.shimzu.co.jp/csr/environment/report/index.html,





表示の開示を検討した。SHIMIZU の環境経営は、CSR の三本柱に基づき、「CSR を事業
と一体のものとして企業の社会的責任と社会的な貢献推進し、社会の変化に対応した改革
を継続的に行い、よき企業市民として積極的に社会の課題を解決する」（SHIMIZU, 2014, 
p.18）ために 3 つの柱を示している。CSR 活動の中から「多様なステークホルダーにとっ
ての企業価値の向上に起用する成果指標や当社の成長にとって重要な成果指標」
（SHIMIZU, 2014, p.18）を重要評価指標（KPI）として設定している。 
CSR 報告書では環境経営及び、社会的な貢献活動し WEB サイトでは、多岐にわたる諸
活動を公表している。また『環境データ』を WEB サイトで公表し、CSR 活の基盤とする
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① マテリアルフロー図の OUTPUT の再資源化施設中間処理施設での水分の縮減量。 
② マテリアルフロー図の OUTPUT の主な再資源化施設、再資源化施設再生砕石向上、 
 チップ工場。 
③ WEB サイト「報告書データ」事業所の使用量と排出量/事業所別の使用量。 
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第 2 節 事例企業 Baxter International Inc. 
  








図表 5-19  Baxter 企業概要 
（出所）Baxter , 2016.9.27. http://www.baxter.co.jp/about_baxter/company/profile.html。 
 
Baxter 日本法人は、医薬品、医療機器を中心とした医療サービスを提供している
（2016.9.27.www.baxter.co.jp/about_baxter/ company/ profile.html）。 
 





会 社 名 バクスター株式会社 
設   立 1969 年 3 月 27 日 




本   社 東京（中央区） 
売 上 高 523 億円（2014 年） 
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2-3 Baxter の環境経営と報告書の作成方針  
 
Baxter のサステナビリティは、あらゆるステークホルダーに向けた社会的、環境的、経
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・温室効果ガス排出量 2005 年比で 45％削減 
 























                                                   
59）「Bottom of Pyramid」の略で、経済的に社会の底辺にいる貧困層にあたる。 
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（出所）Baxter 社コーポレーション部, 2013.12.1 をもとに筆者作成。 
 
図表 5-22 環境関連基準の項目 










（出所）Baxter コーポレーション部, 2013.12.10 をもとに筆者作成。 
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の種類は、大別するとANNUAL REPORT と Sustainability Reportの 2種類に分かれる。 
・ANNUAL REPORT 
・Sustainability Report 
2015 年度版の ANNUAL REPORT は 3 部で構成されている。Form 10-K は 2005 年から
公表されている。Baxter は、3 種の報告書を合わせて ANNUAL REPORT としている(図
表 5-23）。 
・Letter to Shareholders 
・Notice of 2016 Annual Meeting of Stockholder and Proxy Statement 
・Form 10-K 
 
図表 5-23 Baxter ANNUAL REPORT 2015 
Letter to Shareholders 
 
Notice of 2016 Annual Meeting of 
























（pp.1-5） （pp.1-74） （pp.1-107） 
（出所）Baxter（2016）をもとに筆者作成。 
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図 5-24 サステナビリティの年次調査結果 
 
（出所）Baxter（2011）をもとに筆者作成。 
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2-6 Baxter 社の WEB サイト 
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Baxter 社の環境財務諸表は、現在 WEB サイトのみで公表されている。公表にあたり、
第三者保証機関、ビューロベリタス社の評価を得ている。 







2-7 Baxter の環境財務諸表 
 
Matteo et al.（1999）の付録資料に掲載されていた 1996 年度の Baxter 社の環境財務諸
表（Environmental Financial Statement, EFS）を用いて、環境コストと利益を明らかに
する開示手法をもとに、環境会計情報の新たな機能と拡張について検討する。 











の低減」（￡180,716）であった。Baxter 社は英国内において、サプライヤーと Baxter 社
間の輸送は専用のパレットを使用している。環境利益はパレット輸送に切り替えたことに
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図表 5-25  Baxter 環境財務諸表（1996） 
 
（出所）Matteo et al.（1999）p.227 をもとに筆者作成。 
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図 5-26 環境利益、節約と回避コストの明細                       （単位：ポンド） 
節約と利益 回避コスト 財務総合計 効果 
オゾン層破壊物質コスト節減 10,143 4,167 14,310 
有害廃棄物‐処理コストの節減 1,565 － 1,565 
有害廃棄物‐材料コストの節減 4,455 － 4,455 
無害廃棄物‐処理コストの節減 220 1,465 1,685 
無害廃棄物‐材料コストの節減 180,716  180,716 
リサイクル利益 6,933  6,933 
省エネルギーコスト節減 （261,662） 150,327 （111,355） 
包装コストの節減 （1,899,006） 1,982,042 83,036 
経営者責任保障 7,845 － 7,845 
トータル回避コスト （1,948,791） 2,138,001 189,210 
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（出所）Matteo et al.（1999）p.227 をもとに筆者作成。 
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年度の 5 年間を公開していることである。 
 Baxter 社の環境財務諸表は、3 つの特徴があるといえるだろう。まず一つ目は、損益計
算書のように費用にあたる環境コストと利益にあたる環境利益で区分していることである。
二つ目は全ての項目をドル換算して集計していることである。三つ目は、財務諸表のよう








用・保守費」、「汚染コントロール・減価償却費」であった。2008 年度から 2012 年度の 5
年間では、「ビジネスユニット／地域／環境専門的施設とプログラム費用」が多く、2012
年度の（＄12.1 百万）は基本プログラムの 53％にあたる費用が発生している。それぞれ
売上高に対して、2011 年度（＄11.8 百万）53％、2010 年度（＄11.9 百万）54％、2009
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く、廃棄物とその他のコストに対して、2012 年度（＄8.6 百万）67％、2011 年度（＄8.3





図表 5-29 Baxter 環境財務諸表 環境コスト（2008 年～2014 年） 
（出所） Baxter（2012, 2014）「環境財務諸表」より一部筆者作成。 
 
総環境コストは「基本プログラム」と「改善、廃棄物とその他」のトータルコストで、
2012 年度から 2008 年度までの売上高に対する影響度をそれぞれ見ていく。2012 年度の
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売上高に対する影響度は、売上高（＄142 億）に対して総環境コストは売上高の 0.25％で
あった。過去 5 年間は、2011 年度（＄139 億）0.24％、2010 年度（＄128 億）は 0.26％、


























過去 5 年間の「基本プログラムコストの比率」を見ると 2012 年度は 88％、2011 年度
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は△20％、2010 年度は 67％、2009 年度は 46％、2008 年度は 53％であった。 
2011 年度の「基本プログラムコストの比率」はマイナスになっている。この要因は発生
した環境コストが大きいため節約と回避コストではまかなえずに費用となったためである。




図 5-30  環境利益、節約と回避コスト（2008 年～2012 年） 
環境利益、節約と回避コスト 2008 2009 2010 2011 2012 
規制廃棄物処理 （＄0.2） （＄0.4） ＄1.1 ＄0.4 ＄0.5 
規制材料 （2.0） （0.6） 2.8 （0.1） （1.8） 
無害の廃棄処理コストの削減 0.5 0.2 0.7 （0.9） 1.1 
無害の材料 1.3 2.5 3.6 （11.0） 9.2 
リサイクリング（純利益） 5.5 3.5 5.9 5.0 6.6 
省エネルギー 5.2 4.5 0.3 2.4 3.9 
水の保全 0.8 0.6 0.4 （0.2） 0.4 
年度における取組み合計 ＄11.1 ＄10.3 ＄14.8 （＄4.4） ＄19.9 
基本プログラム費用の割合 53％ 46％ 67％ -20％ 88％ 
6 年前に始められその年度に実
現されたコスト回避 ＄98.1 ＄92.6 ＄81.2 ＄40.2 ＄36.4 
環境利益、削減と回避コストの
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度の a から b の場合は、予測コストが上昇していることを示しているが、基準年度の a か
ら c の場合は、予測コストを押し下げていることを示している。（図 5-31）。 
 
図 5-31 節約と回避コストモデル 
 
（出所）Baxter2012, Environmental Financial Statement, Calculating Saving and 
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いた情報とデータの有用性にあるといえる。 
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ことも明らかにされている。例えば、「リサイクル利益」、「水の消費コストの削減」
（Bartlomeo et al.,1999）などがある。 
Baxter は 1996 年に「環境財務諸表」（EFS）公表し、現在は年次報告で 5 年間の情報
を公表している。Baxter の「環境財務諸表」（EFS）は、環境データを集計するためのコ
ストが企業負担となるため、企業で広く普及することは期待できない。第 3 節では、水資
源を大量に使用する企業の環境経営について取りあげる。Christian Herzig, Tobias Viere, 
Stefan Schaltegger and Roger L. Burritt（2012）の Environmental Management 
Accounting, EMA 分析の事例である。 
 
第 3 節 事例企業 Thai Cane Paper Public Company Limited, Thailand（TCP） 
 
第 3 節では、Herzig, Viere, Schaltegger and Burritte（2012）の環境リスク回避と環
境設備投資の事例である。自然資本の中で、事業活動と水資源とかかわりの大きい Thai 
Cane Paper Public Company Limited, Thailand（TCP）（以下、TCP）は、紙パルプ産
業は大量のエネルギーと水資源を必要とするため、地域の水の安全管理に厳しい基準で取
組んでいる企業である。TCP は企業活動が与える環境負荷が大きく、タイの気候風土で雨










「Sustainability Development Operating business based on principles of Sustainable 
Development is important for the peaceful coexistence of industries and communities 
while assuring shareholders and investment institutes the stability and continuity of 
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 TCP は、2014 年、親会社である The Siam Cement Public Company Limited（SCG）
61（以下、SCG）の傘下にある SCGSCG Packaging（関連企業 33 社、その他関連企業 2
社）の子会社になりクラフトペーパーの生産に特化している。 
 
図表 5-32 TCP 企業概要 
企業名 Thai Cane Paper Public Company Limited. 
本拠地 バンコク 
主な事業 クラフトペーパー 
資本金 3,583 million Baht 
 （出所）SCG（2016）をもとに筆者作成。 
 
図表 5-33 SCG Packaging 業績の概要                         （Billion Baht） 
 販売収益 EBITDA 当期利益 
2014 64.6 9.7 3.4 
2015 70.9 10.8 3.5 
（出所）SCG（2016b）をもとに筆者作成。 
 
SCG Packaging は、販売収益 70, 907 million Bath（前年比 9.75％増）、 EBITDA10, 831 
million Bath（前年比 11.3％増）、当期利益 3, 463 million Bath（前年比 2.94％増）。SCG 
Packaging は、包装用の需要の上昇を見込んだ ASEAN の経済成長に対応するため事業拡
大と付加価値の高い製品やサービスの開発に取り組んでいる。 
 
                                                   
60）TCP, 2016.7.20, www.thaicane.com/より。   
61）2013 年に 100 周年を迎えた SCG の歴史は、タイの製造企業の歴史と同国の近代化と共に歩んでい
る。設立は 1913 年国王ラマ 6 世に命で設立されたタイ最古の近代的製造企業と言われている（平賀, 
2013）。 
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3-2 TCP の環境経営と事業戦略 
 
Thai Cane Paper Public Company Limited（以下、TCP）62は、1987 年 11 月に設立さ
れたクラフト紙のメーカーである。創設から100年を迎えた親会社のSiam Cement Group
（以下、SCG）は、1913 年にタイ国王のラマ 6 世（1881―1925）によって創設された民
族系企業である。TCP は、現在、SCG の中核 3 事業の 1 つである SCG Paper （現在、









進化で紙の需要が減少しているなど、SCG Paper から SCG Packaging に社名変更してい
る理由でもある。今後は経済・社会、情報技術の発展と社会情勢などの動向に即した経営
戦略をもって、紙市場から梱包市場に事業軸を移すという（日本経済新聞, 2015h）。2014
年に日本製紙は SCG PCKEGING に約 22％出資している（日本経済新聞, 2016e）。 
SCG は、事業体制の持続的な発展の実現に向けて、環境汚染を最小限に抑えるため 3G





                                                   
62）2014 年に創立 100 周年を迎え、Thai Cane Paper（バンコク）は、2014 年 2 月 12 日、SGC ペーパ
ー、SGC グループ本社社屋に移転している。 
 Thai Cane Paper Public Company Limited. 26F. Sinn Sathorn Tower, 77/107-108 Krung Thonburi 
Rd. Klongtonsai, Klongsarn, Bangkok 10600（買収前の TCP 本社所在地）. 
63）日本経済新聞電子版, 「タイの SCG、製紙業会社の社名変更」, 2015.6.17 付 
64）Direct/Indirect company and Subsidiaries Holding(present）は、85％（Upplementary Information, 
p.3） 
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3-3 Environmental Management Accounting, EMA 分析の実施 
 
TCPには2つの生産工場がある。 第1工場のカンチャンブリ工場年間生産量では100,00
トン、第 2 工場のプラチンブリ工場年間生産量では 175,000 トンが生産されている。TCP
は、2 つの工場で SCG の生産量の 20％程度生産している。 
Christian Herzig, Tobias Viere, Stefan Schaltegger and Roger L. Burritt（2012）が環
境管理会計分析を行った当時の企業概要は、図表 5-34 にまとめている。 
EMA 分析は第 2 工場のプラチンブリ工場で行われた。第 2 工場には、2003 年にアプリ
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TCP は、2004 年から約 1.年半の間、EMA を用いて分析されている（Herzig, 2012）。 




図表 5-34 TCP の企業概要（EMA 分析当時） 
企業名 Thai Cane Paper Public Company Limited 
本拠地/設立 本社：バンコク 1987 年設立 
主な事業 クラフト紙の生産と流通 
その他施設 カンチャンブリ工場：1990 年設立 
プラチンブリ工場：1998 年設立 
生産量 TCP 年間生産量：275,000 トン 
第一工場カンチャンブリ工場年間生産量：100,00 トン 
第二工場プラチンブリ工場年間生産量：175,000 トン 
（Siam Cement Group の総生産量：805,000 トン） 
売上高 3,085million THB （2005） 
グループ企業 Siam Cement Group  
従業員数 402 人（オフィス：58 人、カンチャンブリ工場：175 人 
プラチンブリ工場：169 人） 
ISO の取得 プラチンブリ工場（2003 年）、カンチャンブリ工場（2006 年） 
（出所）Herzig, Viere, Schaltegger and Burritte（2012）をもとに筆者作成。 
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図表 5-35 年間の雨天と降雨量 前半/後半 
Year period Day of rain Rainfall（mm） 
2000 前半 61 894 
後半 83 729 
2001 前半 60 651 
後半 81 902 
2002 前半 56 711 
後半 86 1,138 
2003 前半 52 708 
後半 77 1,035 
2004 前半 45 339 
後半 59 1,053 
2005 前半 32 276 
後半 85 1,273 
（出所）Herzig, Viere, Schaltegger and Burritte（2012）p.207 をもとに筆者作成。 
 











の表示の次ページに掲載している。『Annual Report 2013』は 2 部構成になっている。ま
ず、環境経営に関連する企業活動と水資源、環境教育と従業員に関わり方を強調するペー
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ジ編成になっている。表示の見開きには下記の写真が掲載し従業員らで掃除を行っている






図表 5-36 TCP の CSR 教育と水資源との関わり 
    
（出所）TCP（2013）より引用。  
 




多く、株主や利害関係者を意識しているのが特徴である。2013 年度の TCP の財務情報は、
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Herzig, Viere, Schaltegger and Burritte（2012）らは TCP の事例研究で企業活動と資










「オクトパスモデル」「6 つの資本」の狙いがこの事例から読み取れる 1 例である。  
 
3-6 TCP の MEMA（Monetary Environmental Management Accounting）分析 
 
Herzig, Viere, Schaltegger and Burritte（2012）は、MEMA（Monetary Environmental 
Management Accounting, MEMA）（以下、MEMA）ツールを用いて、環境管理会計情報
を分析している。Herzig, Viere, Schaltegger and Burritte（2012）の分析ツールは、BOX1
から BOX16 の項目で環境リスクを貨幣 EMA と物量 EMA、未来志向と過去志向に分類し
ている（図表 5-39）。該当項目が企業の環境リスクを示すものである。TCP の環境リスク
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は、年間の生産量に必要な水資源を確保することであうる。水資源を確保しなければ生産
停止になるため、乾季の水不足が課題であった。TCP は MEMA 分析結果を明らかにする
まで、水の廃棄処理コストを環境リスクと認識していた。MEMA 分析の実施は、「社会的
なインパクトがポジティブな会社の社会的評価は高くなり、ネガティブな会社は長期間存




図表 5-39 TCP-EMA 分析の設定ツール 
 貨幣の EMA 物量の EIMA 


















































































（出所）Herzig, Viere, Schaltegger and Burritte（2012）p.19 をもとに筆者作成。
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3-7 TCP の MEMA 分析結果 
 
TCP の EMA 分析ツールに示された結果は以下であった（図表 5-40）。EMA 分析結果で
は、TCP の環境リスクは物量 EMA の短期と長期に示された。次に貨幣 EMA の長期に示
された。項目は過去志向の一次的なBOX4 、BOX11、BOX12。未来志向の日常的なBOX6、
BOX13、BOX14 と BOX15、BOX16 に該当している。 
 
図表 5-40  TCP-EMA 分析結果 
（出所）Herzig, Viere, Schaltegger and Burritte（2012）p.192 をもとに筆者作成。 
 
 貨幣 EMA 物量 EMA 
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3-8  3 つの環境設備投資案 
 
Herzig, Viere, Schaltegger and Burritte（2012）らの分析結果によれば、TCP は水資
源のリサイクルで水の需要調整を行うことが検討できるという結果になり環境設備投資案
が示された。TCP が 1 年間を通して安定した水の需要に耐えるには、一日のリサイクル量
を 5,000m3 にしなければならいが、2005 年当時のリサイクル水は 2,500m3 であった。そ
こで、3 つの設備投資案から TCP が年間を通して十分に利用できる水資源を確保するため
の意思決定が行われた。 
 
3-9 1 日の水のフロー図とリサイクル水量（2005 年） 
 
 Herzig, Viere, Schaltegger and Burritte（2012）らの分析によると、2005 年の水のフ
ロー図から TCP の一日に使用される水量（8,500m3）が燃料ボイラーと工場にそれぞれ配
水されて、最終的にリサイクル水と廃水に分かれる。工場の生産時と燃料油ボイラーの使
用でそれぞれ、3,200m3、1,300m3 が蒸発している。研磨池の総量は 650,000m3 まで貯
水可能である。研磨池で浄化された上澄みの水から格納池に送られている。格納池は 2 箇
所あり、格納池 NO.1 の総格納量は 500,000m3、格納池 NO.2 の総格納量は 330,000m3








入れ替えると、格納池から工場に送られる水量は、8,500m3 から 11,100m3 に増加する。
工場に戻す水量は 200m3 から 2,800m3 と増加するが、パワーボイラーで 1,660m3 蒸発
している。 
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図表 5-41 燃料ボイラーと水のフロー図（日） －シナリオ 1－ 
 
（出所）Herzig, Viere, Schaltegger and Burritte（2012）p.203 をもとに筆者作成。 
 
 
図表 5-42 パワーボイラーと水のフロー図（日） －シナリオ 2－ 
 
（出所）Herzig, Viere, Schaltegger and Burritte（2012）p.203 をもとに筆者作成。 
 
                                    （第 5章） 
-筑波由美子-                                 198 
 
図表 5-43 環境設備投資折衷案 －シナリオ 3－ 
 
（出所）Herzig, Viere, Schaltegger and Burritte（2012）p.216 をもとに筆者作成。 
 
廃水処理量 940m3 増加する。シナリオ 1 は目標とするリサイクル水に達しないことが分
かる。ここでは、パワーボイラーの設備投資が早期に回収できることを考慮していない。 






を 500m3 上回ることが分かった。5,500m3 のリサイクル量の実現によって、乾季に安定
した水の需要と年間の生産量が確保されることが分かった。 
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図表 5-44 ダブルドクターブレードシステム機器の損益分岐点 
Month Jul05 Aug05 Sep05 Oct05 Nov05 Dec05 Jan06 Feb06 
生産量 
月/トン 
10,507 12,540 13,626 14,696 13,750 14,038 15,008 13,571 
削減コスト
THB/月 
124,720 148,851 161,736 174,440 163,208 166,625 178,147 161,084 
初期投資額
節減コスト 
1,007,341 858,490 696,755 522,315 359,107 192,482 14,335 －146,749 
（出所）Herzig, Viere, Schaltegger and Burritte（2012）p.199 をもとに筆者作成。 
 
 図表 5-45 ダブルドクターブレードシステム機器 環境投資資本回収期間 
1.生産計画 175,511 トン/年（2004 年の予算） 
2.蒸発消費 2.36 トンスチーム/トン ペーパー（燃料油オイル消費＝








1％ of  2.36=0.0236 トン スチーム/トン ペーパー 
1 トン スチーム＝61.35 リッター 燃料油オイル 
0.0236×61.35＝1,448 リッター/トン ペーパー 
1,448×82THB/リッター＝THB11.87 トン ペーパー 
11.87×13,500 トン/month = THB160,245/month 
THB1,132,061 
1,132,061/160,245＝7.1months 
（出所）Herzig, Viere, Schaltegger and Burritte（2012）p.199 をもとに筆者作成。 
 
3-10 TCP の EMA 分析の結果 
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TCP の EMA 分析の目的と効果は、①から⑤の改善を目指すものであった。 





TCP の EMA 分析は、企業の抱える環境リスクと企業活動と自然資本の関連性と、自然
資源を内部化することで環境リスク評価と水資源情報の重要性を示している。Herzig, 














 第 4 節では、TCP の親会社、The Siam Cement Public Company Limited（SCG）の
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第 4 節 事例企業 The Siam Cement Public Company Limited（SCG） 
 
 The Siam Cement Public Company Limited（SCG）65（以下、SCG）は、事業活動と
水資源に深い関わりがあることから、水資源に活かされているという認識が強く、排水す
る場合の基準は政府の基準よりも高く設定する程の徹底した水管理を行っている。 









4-1 企業概要 SCG  
 
The Siam Cement Public Company Limited（以下、SCG）は、地域に貢献し、ASEAN
のビジネスリーダーとして持続的発展に目指すことをビジョンにしているタイを代表する
有数の企業である。 タイのセメント製造大手企業で、華人系が席巻するタイ産業界で唯一
の「土着資本財閥」日本経済新聞, 21015h）として知られる。国王ラマ 6 世より 1913 年
に国策会社として設立されている。主な事業は、セメント建材、ケミカルズ、パッケージ
としている。コアな戦略には高いエネルギー効率と持続的な発展を目指すために研究開発
                                                   
65）2013 年に 100 周年を迎えた SCG の歴史は、タイの製造企業の歴史と同国の近代化と共に歩んでい
る。設立は 1913 年国王ラマ 6 世に命で設立されたタイ最古の近代的製造企業と言われている（平賀, 
2013）。 
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から「2015 SET サステナビリティ賞」、「社会的企業投資賞を SET」と「タイサステナビ
リティ投資賞」を受賞している（SCG, www.scg.co.th/en/01corporate_profile/, アクセス





（株価は 2013 年 10 月 31 日、フォーブスは 13 年 4 月 17 日公表） 
（出所）平賀（2013）p.2 より引用。 
 
2015 年 12 月 31 日の報告では、SCG の総従業員数は 53,096 人で、本部事業に 1,839
人、セメント建材事業に 34,945 人、ケミカルズ事業に 5,205 人、パッケージング事業に
11,004 と報告されている（SCG, 2016b）。 
SCG の主要な事業に従事する人員構成で見ると、セメント建材事業に 66％、次にパッ
ケージング事業に 20％、ケミカルズ事業に 10％となっていることから、SCG の主力はセ
メント建材事業になる。 
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   （出所）SCG（2016b）p.67 をもとに筆者作成。 
 
図表 5-48 SCG の財務ハイライト 
（単位：Billion Bath） 
年度 2011 2012 2013 2014 2015 
販売からの収益 368.6 407.6 434.3 487.5 439.6 
EBITDA 46.3 45.7 61.3 66.5 82.7 






の WEB サイト「News Release」に掲載されている。“We can’t Live Without Water”と




                                    （第 5章） 
-筑波由美子-                                 204 
 
SCG の自然資本に関連する開示の現状を確認する。SCG は、『Annual Report 2015』、 
『Sustainability Report 2015』を別冊で発行しているので、2 つの報告書の特徴を分析す
る。 
 













SCG の CSR コンセプトを包含するコーポレート・ガバナンスは、自社のビジネス管理を
統括するにあたり公平性を確保するため、「公正さの遵守」を経営理念として透明性と説明
責任に応じている。「公正さの遵守」には、「優れた企業統治」「危機管理」「開示および報
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SCG の CSR コンセプトを包含するコーポレート・ガバナンスは、事業活動を通して国
の経済発展に貢献することであり、地域のコミュニティと良好な関係を構築してくことを
挙げている。SCG の持続可能な管理アプローチと CSR 戦略が相乗効果を生み出す仕組み
として機能するものと判断される。 
SCG の CSR に取組む目的・目標には、安全なコミュニティや社会の能力を開発の強化で
あり、SCG の能力を活用して様々な分野で社会の異なるファセットと係合し、持続的な成
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長と生活の全体的な品質の向上を強化することとしている（SCG, 2016a, p.109）。 
SCG の CSR 戦略は、縦軸に「プロジェクトの特性」と横軸に「SCG の参加」度を高低
で表している。4 つの分野に合わせたサポートを行っている。 
 SCG は CSR の理念の下に、経済の成長と社会の発展が全ての分野で環境への影響を防ぐ
ことを促すためにあると公約している。 
 コミュニティは社会の最も重要な構成要素であり、コミュニティの支援は SCG の 持続
可能な開発に向けて基本的なアプローチと考えている。「SCG 持続可能な開発委員会」は
製造領域周辺のコミュニティに関連する監視をプロジェクトの責任として、また広く企業
の社会的責任と影響に対処する義務している（SCG, 2016a, p.108）。 
 




















社 会 環 境 
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して SCG 水資源管理指針の取組みを容易にしている。 
 














































低                       高 
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（出所）SCG （2016a）p.15 をもとに一部筆者作成。 
 
4-3 SCG の環境経営と『Annual Report 2015』の特徴 
 
SCG の環境経営は企業のイメージ効果を挙げている『Annual Report 2015』から分か
る。見開き 1 ページ目に目次と企業概要、2 ページ目にトップからのメッセージ、3～4 ペ
ージに財務ハイライト情報、10 ページから 19 ページに主な 3 事業のそれぞれの財務諸表
を提示している。報告書の表紙は、企業イメージの向上にもつながっている。表紙の下に
は「INNPVATION THAT CARES」を添えている。 
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図表 5-53 SCG『Annual Report 2015』表示／本社ビルの緑化 
     
（出所）SCG（2016）p.3 より引用。 
 
2014年 8月 26日 SCGの子会社であるThai Cane Paperを訪問する機会を得て66、SCG
の本社ビルに出向くことになった。本社ビルの周囲は広大な敷地には植林と植栽があって、
まるで自然環境の中にビルが建っているであった。実際の本社ビル周辺の様子と同様に










業数は 295 社を報告している。 
 
                                                   
66）AIBS 学会（アジア・国際経営戦略学会）ではアジア地域のビジネスの現場を実際に訪れて知識見聞
を深めている。2014 年 8 月にハノイ・バンコクセミナーが開催されることになり参加した。SCG グル
ープの Thai Cane Papar の CSR 担当者と連絡が取れ現地訪問の機会を得ることができた。本論文の付
録に現地で撮影した写真を掲載している。 
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図表 5-54 SCG『Annual Report 2015』の目次とページ数 
 目次 ページ数 
1 事業運営 1-37 ページ 
2 経営とコーポレート・ガナバンス 38-121 ページ 
3 財政状態及び企業業績 122-261 ページ 
4 関連するその他の情報 262-263 ページ 
   （出所）SCG（2016b）p.1 をもとに筆者作成。 
 





図表 5-55 コア事業に関わる取締役員数と報酬額 
主要 3 事業 役員数 報酬総（Baht） その他の報酬（Baht） 
セメント建材 4 30,958,333 2,369,107 
ケミカルズ 7 45,755,239 3,267,683 
パッケージング 9 53,848,847 3,796,741 
（出所）SCG（2016b）p.65 をもとに筆者作成。 
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図表 5-56 財務情報 －セメント建材－              （Million Baht） 
財政状態計算書からの情報 2011 2012 2013 2014 2015 
流動資産 30,347 38,736 51,935 53,566 56,348 
資産 105,308 129,818 155,711 168,662 187,976 
負債 47,443 63,544 72,699 85,937 105,242 
株主資本 57,865 66,274 83,012 82,725 82,734 
損益計算書からの情報  
販売からの収益 128,580 154,537 174,642 185,423 178,988 
原価及び費用 116,004 140,050 158,350 170,565 168,306 
当期純利益 9,802 13,129 16,092 13,180 10,250 
EBITDA 19,334 23,000 26,274 26,683 24,395 
（出所）SCG（2016b）p.9 をもとに筆者作成。 
 
図表5-57 財務情報 －ケミカルズ－                （Million Baht） 
財政状態計算書からの情報 2011 2012 2013 2014 2015 
流動資産 43,257 46,423 51,321 47,070 45,769 
資産 176,036 176,837 192,063 183,884 185,583 
負債 95,337 99,968 109,273 99,133 79,818 
株主資本 80,699 76,869 82,790 84,751 105,765 
損益計算書からの情報  
販売からの収益 192,929 203,539 209,997 248,118 200,433 
原価及び費用 192,642 206,946 202,921 237,386 170,433 
当期純利益 11,190 2,600 11,292 12,461 28,488 
EBITDA 14,394 8,628 20,342 26,142 42,900 
（出所）SCG（2016b）p. 13 をもとに筆者作成。 
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図表 5-58 財務情報 －パッケージング－             （Million Baht） 
財政状態計算書からの情報 2011 2012 2013 2014 2015 
流動資産 10,963 19,927 21,782 22,696 24,295 
資産 52,463 58,439 65,169 73,987 83,218 
負債 19,936 22,656 26,133 29,150 34,892 
株主資本 32,527 35,783 39,036 44,837 48,326 
損益計算書からの情報  
販売からの収益 54,839 57,430 59,135 64,614 70,907 
原価及び費用 50,461 53,127 54,731 60,368 66,838 
当期純利益 3,331 3,560 3,587 3,448 3,463 
EBITDA 8,811 8,844 9,473 9,718 10,831 
（出所）SCG（2016b）p.17 をもとに筆者作成。 
 




う予測から、取締役員 9 名が配置されているが、利益は伸び悩んでいる。 
 
4-4 SCG の環境経営と『Sustainability Report 2015』の特徴 
 
 SCG は Annual Report と Sustainability をそれぞれ別冊で発行している。 
『Sustainability Report 2015』はコンテンツのタイトルから持続可能な発展に向けた報告
書であることが伺える。報告書は 4 つのカテゴリーで分類されている。報告書の総ページ
数は 154 ページとなっており、Annual Report に比べると 100 ページほど少ない。IIRC
の簡潔性の観点からは妥当なページ数となっている。 
SCG の『Sustainability Report 2015』は、3～4 ページにトップメッセージを提示してい
る。6 ページ目に提示している「Sustainability Highlights」は、14 項目を表すイラスト
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と数値で提示している。KPI 指標、ESG 情報が効果的に開示されている。14 項目全て前




図表 5-59 SCG の『Sustainability Report 2015』の目次とページ数 
目次 ページ数 
1. SCG について 7-21 ページ 
2. SCG と持続可能な開発  22-37 ページ 
3. 持続可能性のパフォーマンス 38-115 ページ 
4. 付録 116-149 ページ 
 （出所）SCG（2016a）p.2 をもとに筆者作成。 
 








2014 年、2015 年度ともにほぼ 30％から 40％程度だということが分かる。 
SCG の「Sustainability Highlights」に不足する情報は、エネルギー使用量と削減、水
使用量とリサイクル水など、事業活動と関連性の高い自然資本について開示されていない
点をあげる。SCG の「Sustainability Highlights」のメリットは、1 ページに全ての 14
項目が均等に区切られた枡の中に開示されている。14 項目全てにイラストを加えて数値で
示しているので、一目で環境経営を把握できるような見易さと理解し易い工夫が随所に見
られる。14 項目全て 2014 年と 2015 年度の比較が可能である。 
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図表 5-60 SCG の「Sustainability Highlights」KPI 指標/ESG 情報 14 項目 
KPI/ESG 2014 年度 2015 年度 
製品とサービス（販売からの収益の割合） 35％ 37％ 
エコ価値製品とサービス 31％ 26％ 
環境投資 
（販売から収益の割合） 
2,542 million bath 
0.52% 
3,016 million bath 
0.69% 
研究開発投資（販売からの収益の割合） 2,710 million bath 
0.56% 
3,510 million bath 
0.80% 
グリーン調達購入 8,172 million bath 9,838 million bath 
代替燃料 12.5％ 10.9％ 





















砂防ダムの数 65,440units 68,445units 
共有機会 未来プログラム 132projects 
14.4 million bath 
130projects 
15.9 million bath 




 （出所）SCG（2016a）p. 6 をもとに筆者作成。 
 
SCG の重要性マトリックス 2015 は SCG の『Sustainability Report 2015』が環境経営
をどのように経営理念に位置づけているか具体的に把握する情報であり有用性の高いもの
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いる企業イメージを 2 つの報告書で提示しているので、SCG の重要性が 5 という提示は重
要性項目の位置づけの中でも低い結果になっている。 
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図表 5-62 SCG の重要性マトリックス 2015 の 17 つの重要性項目 





ガバナンス 8 5 
リスクと危機管理 6 8 
サプライチェーン・マネジメント 4 6 





エネルギーと気候変動 5 8 
水管理/廃棄物管理 5 5 
大気管理 5 2 
環境政策/管理システム 4 3 
生物多様性 3 6 
原材料の使用量 3 5 
水の重要エリア 2 5 




健康と安全 8 6 
ステークホルダー・エンゲージメント 4 8 
企業の社会的責任 3 8 
人的資源の開発 5 7 
労働慣行と人権 5 6 
（出所）SCG（2016a）p.17 をもとに筆者作成。 
  
4-5 SCG の水のマネジメントについて 
 
『Sustainability Report 2015』では、重要性マトリックスで挙げた 17 項目につい説明
を加えている。SCG は 17 項目を「重要性の問題」と「その他の問題」に分類している。
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『Sustainability Report 2015』では重要性マトリックスで示された 17 項目の「重要性
の問題」に含まれる「水管理」について 66～73 ページで説明している。そして「その他
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や Thai cane paper から 農耕に処理済みの水を提供するなど、コミュニティ支援を行って
いる。 
 












定定期的に周辺地域における河川やダムの水源や水位を監視している。The Siam Cement 
（Kiang Khoi） Co., Ltd は、雨水を貯蔵する品質を改善している。SCG のケミカルズ事
業部は持続可能性のための水研究を実施している。SCG のパッケージング事業部は、Thai 
cane paper（Kabinburi 工場）で 100 万 m3 の容量を持つ予備水井戸を掘っている（SCG, 
2016a, p.69）。SCG の 3 つの主要事業はそれぞれに、地域の水環境を支援するプロジェク
トを実施しており、水不足になれば地域へ水を提供するなどの社会貢献活動を行っている。
企業活動以外で使用する水管理も行っている。地域の人々が利用する水資源の安全と健康
を守るために SCG は積極的に取組み、地域の水環境を改善している。 
SCG は水資源の支援活動を通して、環境と共生することや地域の良好な関係を持ってい
る。 
 SCG は天然水資源の削減に、総合的品質管理（Total Quality Management, TQC）と
総生産性保全（Total Productiove Management, TPM）を通して継続的に生産プロセスと
製品の効率性を改善している。水のろ過システムで生産プロセスの最適化、革新的な技術
を適用して、削減を実現している。生産単位当たりの目標を設定し、水再利用率、排出の
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SCG の 2015 年の取水量を水源の種類に分類し「水のパフォーマンス」（左側）として、
取水先の割合を示している。同図表（右側）は、干ばつに備えた水の留保量と廃棄発電の
消費量をリットル/Bath で示している。2011 年から 2015 年の推移はほぼ横ばいで推移し




る（栗田工業株式会社 KCR センター, 水処理相談問い合わせ 2016.8.24）。 
 SCG の本社ビルは節水プロトタイプの設計になっているので、少なくとも年間に 600
万 m3 の水消費量を削減している。 
廃水をリサイクルして本社周辺の樹木や植物に使用するなど緑の空間をサポートしサニ
タリー陶器のクリーニングに使用している（SCG, 2016a, p.70）。 
 




取水の度合い（販売収益）        （リットル/Bath） 
2011 年度 0.31 
2012 年度 0.30 
2013 年度 0.26 
2014 年度 0.25 
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図表 5-65 SCG 本社周辺の樹木や植物 
  
 （出所）筆者撮影, 2014.8.26（ベトナム） 
 





図表 5-66 SCG グリーンビルディングのエネルギー節減効果 
電力節約 2300,000 kwh 年間 
節水 6,000,000 リットル 年間 
太陽光発電 100,000 kwh 年間 
（出所）SCG（2016a）p.87 をもとに筆者作成。 
  




スタッフを外部の専門家を招いてのセミナー、企業内でのトレーニング（on the job 
training, OJT）を実施している。 
SCG は「水管理パイロットプロジェクト」に 4 つ目標を設定している。「1.ベンチマー
ク」「2.水の監査」「3.水の影響指数」「4. 正確な水のコスト」として取組んでいる。 
「1.ベンチマーク」は、世界有数のメーカーと業界で使用される水の量をトンで比較する。
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図表 5-67 SCG の水管理パイロットプロジェクトの 4 つ目標 
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4-7 SCG の自然資本の関する開示情報の現状 
 
 SCG は『Sustainability Report 2015』の 118～123 ページにわたって「Sustainability 
Performance Data 2011-2015」を提示している。各ページの情報は図表で構成され見易さ












図表 5-68 2015 年度 SCG の販売からの収益 
TOTAL 販売収益 セメント建材 SCG ケミカルズ パッケージング 
439.6million baht 38% 46％ 16% 
（出所）SCG（2016a）p.113 を基に一部作成 
 
「Sustainability Performance Data 2011-2015」118 ページの上段は、財務情報との関連
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『Sustainability Report 2015』の「Sustainability Performance Data 2011-2015」から
自然情報の開示の現状をそれぞれ見ていく。 
 SCG の 3 つの主要事業は自然資本の中で特に水資源との関わりが高い。SCG は水資源を
主に地表水と地下水としている。 
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図表 5-69 SCG の「経済パフォーマンス」 
 2011 2012 2013 2014 2015 G467 
販売収益（Billion bath） 368.6 407.6 434.3 487.5 439.6 EC168 
当期利益（Billion bath） 27.3 23.6 36.5 33.6 45.4 EC1 




23,997 27,361 32,417 35,356 40,172 EC1 
株主への配当金（Million bath） 15,000 13,200 18,600 15,000 19,200 EC1 
利息および貸し手への財務費用
（Million bath） 




8,190 5,567 5,792 5,362 5,430 EC1 
プライベート税、投資促進、研究
開発（Million bath） 




712 563 525 555 591 EC1 
環境支出（Million bath） 1,741 1,964 2,687 2,542 3,016 EN3169 
（出所）SCG（2016a）p.113 をもとに筆者作成 




 の参照 NO.を示している。EC1:創出した直接的経済価値に関する内容であることを示しており、G4 は   






b.地域に対する経済影響をより適切に評価するため、影響が著しいものについて EVG&D を国、地域、 
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水資源に関するパフォーマンスは、取水量と水質の汚れを示す生物化学的酸素要求量
（Biochemical Oxygen Demand, BOD）、科学的酸素要求量（Chemical Oxygen Demand, 
COD）、総懸濁物質（Total Suspended Solid, TSS70）を示している（栗田工業株式会社
KCR センター, 水処理相談問い合わせ 2016.8.24）。 




図表 5-70 水のパフォーマンス 
水のパフォーマンス 2011 2012 2013 2014 2015 G4 
取水量（Makin Cubic Meters） 104.55 110.80 104.52 111.71 117.70 EN8 
リサイクル水の割合（％） 9.90 9.52 6.98 7.2 7.93 EN10 
科学的酸素要求量（千トン） 0.46 0.50 0.49 0.49 0.42 EN22 
科学的酸素要求量（千トン） 7.34 8.20 6.75 6.73 6.53 EN22 
総懸濁物質（千トン） 0.87 1.35 0.93 1.02 0.90 EN22 
（出所）SCG（2016a）p.123 をもとに筆者作成 
 
次に 2015 年度の開示を見てみる。3 つの主要事業の単年度の取水量を円グラスで表し
ている。 
 
図表 5-71 2015 年度 SCG の 3 事業の取水量の割合 
総取水量 セメント SCG ケミカルズ パッケージング 健材 
117.70 Million m3 11％ 33% 55% 3％ 
（出所）SCG（2016a）p.123 を基に一部作成 
 
 取水量は、3 事業の中で SCG ペッケージングが最も使用量が多いことが分かる。これら
の情報は物量情報のみの開示となっている。 
                                                   
70）総懸濁物質（Total Suspended Solid, TSS）は通常、SS で示される。SCG は Total を加えて TSS と
して表示している（栗田工業株式会社 KCR センター, 水処理相談問い合わせ 2016.8.24）。 
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（出所）GRI（2015a）p.52, p. 57 をもとに筆者作成。 
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G4 の参照 NO.は EN8、EN10、EN22 を参照している。G4 は、『G4 サステナビリティ・
レポーティング・ガイドライン』で水の開示原則を次のように示している。 























第 5 節 事例企業 東芝 
 
東芝は、1875 年（明治 8 年 7 月）の創業から 140 年以上の歴史ある総合電機メーカー
である。資本金 4,399 億円、連結売上高 6 兆 6,599 億円、連結従業員数 198,741 人（2015
                                    （第 5章） 
-筑波由美子-                                 229 
 
年 3 月 31 日現在）（東芝, 2015b）。 
 主な CSR 関連の国際的憲章およびガイドラインは、国連グローバル・コンパクト、GRI
（Global Reporting Initiative）、ELCC（電子業界行動規範：Electronic Industry Code of 
Conduct）（東芝, 2015b）である。 
 









  MRI、CT スキャンなどの画像受診装置、重粒子線がん治療システム 
・電子ドバイス事業 







事業体制では、株主数 391,614 人、発行株式総数 42 億 3,760 万株、グループ連結子会
社数 584 社（国内 167 社、海外 417 社）、持分適用会社数 217 社、上場証券取引所は東京、
名古屋である（東芝, 2015b）。 売上高推移は、2010 年 62,640 億円、2011 年 59,964 億円、
2012 年 57,222 億円、2013 年 64,897 億円、2014 年度 66,559 億円と経年の売上高は堅調
である。営業利益/当期純利益の推移は、2010 年度 2,445/1,583 億円、2011 年度 1,149/32
億円、2012年度 921/134億円、2013年度 2,571/602億円、2014年度 1,704/▲378億円（2015
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年 3 月 31 日現在）（東芝, 2015b）である。 
 















  MRI、CT スキャンなどの画像受診装置、重粒子線がん治療システム 
・電子ドバイス事業 







 東芝グループは『CSR レポート-Corporate Responsibility Report-』、『環境レポート
-Environmental Report』を別冊で報告している。財務情報を報告する『Annual Report』
と「投資家情報ウェブサイト」を公表している。環境管理会計に関連するレポート 2 冊と
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「環境ウェブサイト」で公表している。『CSR レポート -Corporate Responsibility 
Report-2015』は総ページ数 214 ページのグループ企業全体の諸活動等が掲載されている
もので、情報量が多い報告書になっている。『環境レポート-Environmental Report-2015』
は総ページ数 68 ページになっている。それぞれの報告書のコンテンツを比較してみる。 
 
図表 5-74 CSR レポート/環境レポートの比較 
『CSR レポート』 （総ページ数：214） 『環境レポート』 （総ページ数：68） 
経営理念体系 トップコミットメント 
2014 年度活動 
 2014 年度のハイライト活動 
特集 
 自然資本会計/生物多様性の保全 
東芝グループの CSR 経営 ビジョン・戦略 
パフォーマンス報告 Green of Product 
ガバナンス Green by Technology 














東芝グループは、1998 年から環境報告書を発行している。2004 年から 2007 年は CSR
報告書で環境関連情報を提供してきたが、環境に関連する情報が利害関係者において重要
性が高まり、2015 年度版は、東芝の「第 5 次アクションプラン」の目的で、自然資本会
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・GRI「サステナビリティ・レポーティング・ガイドラン第 4 版（G4）」 
・環境省「環境報告ガイドライン 2012 年版」 
・環境省「環境会計ガイドライン 2005 年版」 
 
5-2 東芝グループの ISO14001（環境マネジメントシステム）取得拠点一覧 
 
東芝グループは、環境経営の推進を図るため 1997 年までに国内事業所全 14 ヶ所で
ISO14001 認証を取得し維持している。 
東芝グループ全体では対象となる 175 のすべての拠点（国内外の製造拠点と非製造
拠点）で ISO14001 認証を取得している（東芝 b, 2015）。 
 
図表 5-75 ISO14001 認証取得拠点（2015 年 5 月 30 日現在） 
 対象拠点 取得拠点 取得率 
㈱東芝事業所 14 14  
 
100％ 
国内製造拠点 54 54 
国内非製造拠点 40 40 
海外製造拠点 48 48 
海外非製造拠点 19 19 
（出所）東芝（2015b）p.60 をもとに筆者作成。 
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5-3 主な CSR 関連の国際的憲章・ガイドラインと CSR 関連団体への参加 
 
東芝グループは、サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン （Global Reporting 
Initiative, GRI）を支持している。また、以下の CSR 関連の団体に参加し活動の場を広げ
ている。東芝グループは、2004 年 1 月から国連グローバルコンパクトに参加しており、「年
に 1 度、COP Advanced level を提出し、グローバルコンパクトの 10 原則に向けた進展状
況を明らかにしている」（東芝 a, 2015, p.181）。電子業界では、共通指標である ELCC は、
「電機・電子業界の CSR 団体で、サプライチェーンの CSR（労働、安全、衛生、倫理、
環境）の促進を目的として、2004 年 10 月に発足し、世界で 95 社が参加している（2014




・ELCC（Electronics Industry Citizenship Coalition）（電子業界 CSR アライアンス） 
・WBCSD（The World Business Council for Development:：持続可能な発展のための世
界経済会議） 
・WEF（World Economic Forum：世界経済フォーラム） 
・STS フォーラム（Science and Technology in Society Forum） 
・BSR（Business for Social Responsibility ）（CSR に関する国際的な非営利団体） 





翌年の 1989 年から環境保全基本方針を制定して環境監査をスタートさせている。1990 年
度から第 1 回環境技術店（後の環境展）スタートした。翌年 1991 年に「第 1 回東芝地球
環境会議を開催し、1993 年に第 1 回環境ボランタリープランを策定。1995 年に ISO14001
認証取得している。1990 年代前半は報告書等の発行は行われておらず、1998 年から環境
報告書が発行されることになった。1999 年に ECP（環境調和型製品）基準を制定してい
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る。2000 年に環境会計がスタートし、2002 年に「廃棄物ゼロエミッション」を達成して
いる。2003 年から「環境効率指標『ファクターT』を導入し、同年に CSR 本部を設立し
おり、同年に米国の CSR 推進団体 BSR（Business for Social Responsibility ）に加入し
ている。 翌年の 2004 年から CSR レポートを発行している。CSR に基づく調達方針を
制定した。東芝グループは、1998 年に環境報告書を発行、その後 CSR レポートを発行さ
れるまでの 6 年間は環境報告書として発行されており、2008 年に「環境レポート」が発
行されている。同年に温室効果ガス排出量を 2012 年度でピークアウトし、以後絶対値削
減を発表している。2010 年から ISO26000 を活用した CSR マネジメントの強化、2011
年に EICC に加盟している。2012 年に第 5 次環境アクションプランが策定され、2013 年
度に環境経営コンセプトの T-COMPASS が導入されている。2000 年に環境会計が導入さ




東芝グループは、日本経済新聞が実施している「第 18 回環境経営度調査」71（ 
2015 年度）で製造部門 2 位（2016 年度は 26 位）、を受賞している。CDP（では、ディス
クロージャースコアー100 点、パフォーマンス A 評価を獲得している（東芝 b, 2015）。 
東芝グループの CSR レポート（2015a）は総ページ数が 214 ページある。他の報告書
と比較すると情報量が多い報告書である。 
報告書の信頼性を保証するにあたって、東芝グループは、『環境レポート』で報告する「環
境パフォーマンスの信頼性向上を目的」（東芝 b, 2015, p.65）として、ロイドレジスター
クオリティアシュアランスリミテッド72に第三者検証を依頼している。東芝グループは、
                                                   
71）日本経済新聞社が実施している企業の環境経営を評価するもの。「環境経営度調査」は企業の環境経
営を総合的に分析し、温暖化ガスや廃棄物の低減などの環境対策と経営効率の向上を、いかに両立して
いるかを評価する調査で、日本経済新聞社が 1997 年から毎年 1 回実施しています。企業の環境経営度
を評価するため、製造業と建設業は①環境経営推進体制 ②温暖化対策 ③製品対策 ④汚染対策・生
物多様性対応 ⑤資源循環－という 5 つの評価指標（建設業を除く非製造業は「製品対策」以外の 4
つ）から総合スコアを算出し、製造業は総合ランキング、非製造業は業種別のランキングを作成し、評
価指標によって最高点が異なるため、最高を 100、最低を 10 に変換し、最高スコアを 500 とする。（建
設業を除く非製造業は最高スコアを 400、電力・ガス業は対象社数が少ないため各項目の平均を 50、
合計の平均を 500 とする）（NIKKEI-R, アクセス 2016.7.5）。 
72）ロイド レジスター クオリティ アシュアランス (LRQA）は、独立した審査、認証、検証、妥当性
確認およびトレーニングを行い、50 を超える認定機関から承認を受ける認証機関で、1985 年、ロイド 
レジスター クオリティ アシュアランス(LRQA）は、国際的に名高いロイド レジスター グループの
100％出資によって設立され、1986 年に英国の認定機関 NACCB（現 UKAS）より ISO 9000 の原型
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事業を支える基盤としてのマテリアリティ（重要テーマ）に人権の尊重、サプライチェー










 東芝グループは、2003 年から CSR を促進する組織を設置し、全グループの推進体制を
整備しており、CSR 担当役員をはじめとする関係役員で構成された CSR 推進委員会を年
1 回開催し、活動方針を審議・決定している（東芝, 2015a）73。 
① 「人権の尊重」とは 










                                                                                                                                                     
である BS 5750 の第一号の第三者認定機関として認定を受けて以来、LRQA では 120 カ国で 6 万件以
上の審査登録業務を行っている（LROA ジャパン, アクセス 2016.75）。  
 
73）東芝グループは、社内カンパニー、国内外のグループ会社に CSR 推進責任者を選任し CSR 経営の
活動方針を徹底している。カンパニー重点テーマの進捗について確認している。また毎月、人事・環境・
調達など CSR 関連部門が出席するコーポレート CSR 会議を開催し、活動内容を確認している（東芝，
2015）。 
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2015a）。 
ELCC 行動規範とは、電子業界 CSR アライアンス（Electronic Industry Citizenship 
Coalition, EICC）は、「電子機器業界のサプライチェーンにおいて、労働環境が安全であ
ること、そして労働者に対する敬意と尊厳を持って処遇すること、さらに環境への責任と
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図表 5-77 東芝グループの環境レポートの編成方針 
報告対象組織 原則として東芝グループ（国内・国外）、 
連結子会社 584 社を対象としている 
対象範囲 2014 年度（2014 年 4 月 1 日から 2015 年 3 月 31 日まで）の活動 








「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第 4 版（G4）」 
環境省「環境報告ガイドライン 2012 年版」 






                                                   
74）2000 年度を基準として 2050 年度までに 10 倍（ファクター10）に高めることを目指して
いる。東芝，2015, p.35） 
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している（東芝, 2015b, p.6）。 
  
図表 5-79 東芝グループの環境会計と自然資本会計の構造 
 
        ＊1 BAU：（Business as Usual）：環境負荷の成り行き値 
        ＊2 LIME：さまざまな環境影響の統合化手法として（国研）産業技術総合 
研究所 LCA 研究センターが開発した日本版被害算定型評価手法 
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で『外部不経済を見える化』する取り組み」（東芝, 2015b, p.6）と位置づけている。 
 東芝グループは、「環境会計と自然資本会計を組み合わせた」（村井, 2016, p.155）図を
示し、「環境負荷の抑制が自然資本に与える影響の最小化につながることを示している」（村
井, 2016, p.155）と説明している。 
 東芝グループの自然資本会計の特徴は、「ライフサイクル全体の総合評価から自社の事業
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（a） 対象とした環境影響 

























                                                   
75）自然資本会計は、LIME の算定方式に基づいている。LIME とは「さまざまな環境影響の統合化手法
として（国研）産業技術総合研究所 LCA 研究センターが開発した日本版被害算定型影響評価手法」（東
芝, 2015b, p.35）を使用して算出している。 
                                    （第 5章） 












いう 4 つの象限で考え総合化」（東芝, 2015b, p.61）している。効果の算出は「環境負荷低
減効果を物量表示するとともに、金額ベースで算出している」（東芝, 2015b, p.61）。 








図表 5-81 東芝グループの環境経営ツールと環境会計 
環境ベネフィット 
経済的みなし効果 
BOD, F, NOx, Sox 
 顧客での効果 
消費電力など 
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り 9.2％減の 109 億円」（東芝, 2015b, p.61）となり、その要因は、「火力発電事業の拡大
にともなって環境負荷量が増大し、みなし効果がマイナスに転じたことによる」（東芝, 
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な水資源管理を推進し、多くの水を必要とする生産拠点の把握と管理の強化を図るため、
世界資源研究所（World Resources Institute, WRI）の水リスク評価ツール“Aqueded”
を用いて「流域単位の物理的な水資源量に加えて、排水による汚染リスクや周辺地域への
関心の高さなど、種々の視点を考慮」（WEB サイト, 『環境活動』）している。 
 東芝グループにおいて、どのような課題がマテリアリティなのかを判断するにあたり、




37 項目をマッツピング」（東芝, 2015a, p.30）して東芝のマテリアリティを分析している。 
 東芝グループの 2014 年度のマテリアリティ（重要テーマ）の分析結果によると、ステ
ークホルダーにとっての重要度と、東芝グループにとっての重要度がどちらも高い項目は


















 東芝グループの 2014 年度のマテリアリティ（重要テーマ）の分析結果をマテリアリテ
ィの評価視点から比較してみる。 
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は、ISO26000 中核主題の 345 項目（関連する行動および期待）をベースとし、『ステー
クホルダーにとっての重要度』『東芝グループにとっての重要度』の両面から分析」（東芝, 
2015a,p.31）し関連性のあるものと横軸に「Basic / Middle / HIgh」として優先度をつけ
て示している。2015 年度のマテリアリティは次がマッピングされている（東芝, 2015a）。 
 






  （出所）東芝（2015a）p.31 をもとに筆者作成。 
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図表 5-85 2014 年度の東芝グループのマテリアリティ 
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算出手法を独自に開発している（東芝, 2015b, p.35）。 
 東芝グループの「ファクターT」は、「LCA・環境効率」を展開するための持続的な社会
の実現に向け、2003 年から活動がスタートしている。ファクターT は「総合的な環境配慮
と価値創造による EPC 創出活動を継続して推進する」（東芝, 2015b, p.36）としている。
他には、ライフサイクル管理でライフサイクルを通じた環境パフォーマンスの向上、製品
やサービス以外の包装や梱包材のライフサイクルにも着目して環境負荷提言活動をすすめ
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 東芝グループは、CDP および CDP ウォーターから算出した自然資本会計の企業間比較
例を提示している。CO2、水使用量ともに金額換算し 2012 年、2013 年、2014 年の経年
を棒グラフで表している。この図表が明示していることは、まず企業によって自然資本に
与える環境負荷が異なることである。CO2 の排出量は、東芝グループより A 社が非常に
多いことが分かる。また B 社は 2014 年に異常な排出量になっている。水の使用量では、
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第 6 節 事例企業 PUMA  
 
6-1 PUMA 企業概要 
 
PUMA は 1948 年に創立されたスポーツ用品メーカーである。幅広い年代層から支持さ
                                                   
76）LIME は統合化手法の中の 1 つ。他には物質比較型、問題比較型、被害算定型がある（伊坪,2012）。 
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れている。PUMA はドイツにある本社をはじめ、EMEA（Europe, the Middle East and 
Africa）に 59 社、アメリカに 21 社、アジアに 30 社を展開する。PUMA Japan（東京）
は 2003 年 2 月 24 日に設立されている。主な事業は製品等の生産、輸出入、販売、それに
付帯する事業である。事業体制は資本金：4 億 9,500 万円、従業員：370 名である（環境
省, 2015）。 
2011 年、PUMA は環境損益計算書（The Environmental Profit and Loss account, E P









6-2 PUMA のレポートの特徴 
 
 PUMA の『Annual Report 2014』は総ページ数 180 ページにわたっている。IIRC の簡
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図表 5-87 PUMA の『Annual Report 2015』目次とページ数 
 目次 ページ数 
1 1.株主の皆様へ 4-7 ページ 
2 2.会社概要 8-74 ページ 
3 3.グループの管理レポート 75-114 ページ 
4 4.連結財務諸表 115-162 ページ 
5 5.行政委員会の報告 163-166 ページ 
6 6.GRI G4 コンテンツインデックス 167-176 ページ 
7 7.PUMA の共有 177-179 ページ 
8 8.詳しい情報 180 ページ 
（出所）PUMA（2015）p. 2 をもとに筆者作成。 
 








    パフォーマンス/スポーツスタイル/ライセシング 
・流通 
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   健康と安全 
・環境維持 
   利害関係者と産業界の連携 











6-3 PUMA の持続可能性戦略（Sustainability Strategy） 
  
PUMA の持続可能性戦略は、『Annual Report 2015』の 40～63 ページにわたって報告
している。掲載内容について GRI（Global Reporting Initiative）（G4）77の参照 NO.を各
ページの端に記載している。 
PUMA の最高経営責任者（Bjorn Gulden）は、PUMA の持続可能性戦略について、
「“Sustainability is a key value of PUMA, and guides our company to work faster 
towards a more just and sustainable future.”（PUMA, 2016b）（持続可能性は PUMA の
重要な価値であり、自社をより公正で持続可能な未来に向かって迅速に行動するために導
いている」というように、経営理念・方針に意思付けている。また「Social, economic and 
environmental sustainability are among the core values at PUMA.（社会、経済、環境
の持続可能性は、PUMA において中心的な価値創造の１つである）（PUMA, 2016b）と認
識している。 
PUMA は、「We believe that the balance of these three aspects is key to the 
sustainable development of our business and faster is how we are working with our 
partners towards a more just and sustainable future, accelerating positive change in 
the industry and the world.（社会的、経済的、環境の 3 つの側面のバランスは、自社の
事業の持続的な発展に不可欠であり、業界や世界において、より公正で持続的な未来に向
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けて、迅速に関連するパートナーと自社が取り組む方法である」（PUMA, 2016b）と確信
していることを WEB サイトに掲載している。 
 
図表 5-89 PUMA の「持続可能性戦略」掲載されているページと GRI（G4）参照 NO. 
持続可能性戦略 GRI 参照 NO. 
「PUMA TRAINING」 41 ページ G4-18、19、20、21 
「PUMA TRAINING」 42 ページ G4-18、19、20、21、23 
「PUMA TRAINING」 42-44 ページ G4-18、19、20、21、24、25、26、
27 
「PUMA TRAINING」 45-45 ページ G4-19、20、21、24、25、26、27 
（出所）PUMA（2016）pp. 41-46 をもとに筆者作成。 
 
PUMA の Sustainability Strategy は、「PUMA’s Sustainability Strategy is based on 
more than 20 years of Code of Conduct monitoring experience at our manufacturing 
partners as well as regular stakeholder communication, industry collaboration and 
expert feedback  –  both on a corporate and increasingly on a regional level.
（PUMA の持続可能性戦略は、自社の製造パートナーと同様に定期的にステークホルダー
とのコミュニケーションや業界とのコラボレーション、専門家の意見、企業と地域レベル
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ことである（PUMA, 2016.8.31 http://about.puma.com/en/sustainability/strategy）。 
 
 図表 5-90 PUMA の主要なサステナビリティ  
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環境配慮型原材料利用率＝ 環境コスト（原材料）／ 売上高 
 









ば新製品のシューズの場合、「水のコストは 0.49 ユーロ（1 ユーロ＝約 106 円）、大気のコ
ストは 0.84 ユーロ、合計の環境コストは 2.95 ユーロとなる」（同上紙, 2013）。生分解性
プラスチックを使用し、小売価格は 95 ユーロ（約 10,070 円）。従来品シューズの場合は、




てみると、「PUMA の本体、1 次、2 次、3 次、4 次のサプライヤーが製品を作るのに使用
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従来製品 2.16 0.61 0.3 0.74 0.48 4.29 85 
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PUMA は 2011 年に、環境損益計算書（The Environmental Profit and Loss account, E 
P＆L）（以下、E P&L）（図表 5-93）を確立した初の企業である（PUMA, 2016b）。 
PUMA は、自社の事業活動とサプライチェーンは、新鮮な水、澄んだ空気、健全な生物
多様性、生産的な土地などといった生態系サービスに依存していると考えている。そこで、 
PUMA は E P＆L を通して、事業活動を測定する初の試みを実現するため、自然資本のこ
れらの生態系サービスに計り知れない価値を測定する必要性があるとして、事業活動に関
連する全体のサプライチェーンに沿って、貨幣に置き換えて、自然資本へのビジネスの影
響を測定することを行った。PUMA は、E P&L で企業の事業活動が与える環境負荷をサ
プライチェーンも含めて把握し、可視化することを実現した企業である。PUMA の「環境




                                                   
78）「＜1」の表記について生物多様性施策推進室（2016.7.12）に問い合わせて確認したところ、詳細な 
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33% 33% 25% 7% 2% 100% 総計 
総計 47 47 37 11 3 145 100% 
PUMA 事業  ＜1 7 ＜1 1 ＜1 8 6% 
第 1 階層 1 9 ＜1 1 2 13 9% 
第 2 階層 4 7 ＜1 2 1 14 10% 
第 3 階層 17 7 ＜1 3 ＜1 27 19% 
第 4 階層 25 17 37 4 ＜1 83 57% 
地域        
 欧州、中東、アフリカ 4 8 1 1 ＜1 14 10% 
 アメリカ 2 10 20 3 ＜1 35 24% 
 アジア/太平洋 41 29 16 7 3 96 66% 
製品カテゴリー        
 フットウェア 25 28 34 7 2 96 66% 
 アパレル 18 14 3 3 1 39 27% 
 アクセサリー 4 5 ＜1 1 ＜1 10 7% 
注：＜1 は、表示できる数値が 1 より小さいことを示している81。 
（出所）環境省（2015）をもとに筆者作成82。 
                                                                                                                                                     
また E P&L は、自社が依存する生態系サービスの価値に対する気づきと透明性のためのツール、自社
事業において特に環境負荷が高い領域（ホットスポット）の特定、リスクマネジメント、持続可能なサ
プライチェーン・マネジメントの 4 つの方法で組織に適用される」（環境省, 2016, p.33）。 
80）「人々が生態系から得ることのできる便益のことで、飲料、水、木材、繊維、燃料などの『供給サー
ビス』、レクリエーションや精神的な恩恵を与える『文化的サービス』、栄養塩の循環や土壌形成、光合
成などの『基盤サービス』などがある」（環境省, 2015, p.422）。 
81）環境省にて＜1 について数値確認を行った。詳細な数字の提示がないため 1 より小さいという数値を
表示している（2016.7.10,環境省生物多様性推進 生物多様性施策推進室）。 
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PUMA の「環境損益計算書」は、3 部構成で作られており、PUMA 本体を含む 4 つの
階層と次に地域分類、製品を大きく 3 つのカテゴリーに分類したものである。 


















6-5 PUMA の Materiality Analysis について 
  
PUMA の重要テーマ分析（Materiality Analysis）では、『Annual Report 2015』のプ
ーマの持続可能性戦略（Sustainability Strategy）（pp.40-46）の中で説明されている。
GRI ガイドランの参照 NO はそれぞれ G4-23 に基づいている。 プーマの重要テーマ分
析は 4 つカテゴリーに分類される。 
PUMA は「環境」、「製品」、「経営」、「サプライチェーン」それぞれに取組む必要がある
                                                                                                                                                     
82）PUMA 環境損益計算書は、プーマジャパン株式会社提供資料を基に環境省が作成しても（2016.7.10,
環境省生物多様性推進 生物多様性施策推進室）。 
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    （出所）PUMA（2015 ）p.42 をもとに筆者作成。 
 
 消費者から見た PUAM のブランドイメージは高く、製品の品質向上に対する期待も大
きい。しかし、一方で企業の経営に不透明な問題や労働者への配慮が欠けているような点
が指摘されることになれば、致命的なダメージを受けやすい。PUMA の 重要性分析は現
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代社会の中で企業が持続的に発展するための必要な事項がシンプルに示されている。 












6-6 PUMA の Sustainability Strategy  “10 FOR 20” 
  
 PUMA は、2015 年度までの目標を達成したとして「NEW TARGET〝10For20″」を
示している。2010 年から 2015 年の新たな目標となる 10 項目をステークホルダーととも
に議論し設定している（PUMA, 2015, p.52）。今年の目標に新たに「人権」「健康と安全」
「ガバナンス」が追加されている（Ibid., p.52）。下図は『Annual Report 2015』（52 ペー
ジ）に掲載されている目標設定の図表中心にあるのは、緑色のトリプル・ボトムラインの
上に重ねて PUMA ロゴを描いている。これは、PUMA が経済的側面、社会的側面、環境





環境的側面に関連する水、気候変動、ケミカルズ、マテリアルの 4 項目である。 
サステナビリティターゲットのすべての項目は、PUMA の目標設定（In the year of 
publication of the new Sustainable Development Goals, SDG）が設定されている。 
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図表 5-95 PUMA の Corporate Sustainability Target“10FOR20” SDG NO. 
サステナビリティ ターゲット 目標設定 SDG NO. 
社会的なコンプライアンス PUMA Target 3、5、8、10 
人権 PUMA Target 3、4、5、10 
健康と安全 PUMA Target 3 
ステークホルダ ・ーエンゲージメント PUMA Target 17 
ガバナンス PUMA Target 8、16 
環境損益計算書 PUMA Target 7、12 
水 PUMA Target 6 
気候変動 PUMA Target 13 
ケミカルズ PUMA Target 3、6 
マテリアル PUMA Target 12、15 
（出所）PUMA（2015）p.52 をもとに筆者作成。 
 
Annual Report は、10 項目と関連性のある「PUMA Target」がそれぞれ設定されてい
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営とそれを支える会計システム」（國部, 2012a, p.21）の 1 手法であり、企業の環境配慮
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管理会計手法の 1 つとして自然資本会計が可能性の高いことが判明した。 
本研究の成果は、企業の環境管理会計の開示にあたって、企業活動と関連する自然資本
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用して、バンコクに本社を置く Thai Cane Paper Public Company Limited, Thailand
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JCCCA：http://www.jccca.org/.   







中国水網・水価 water price：http://www.h2o-china.com/price/. 
ニッセイ基礎研究所：http://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=41165?site=nli.   






















































インタビュー実施日/場所 第 1 回目 2015 年 5 月 26 日、清水建設本社（東京都中央区） 
インタビュー実施日/場所 第 2 回目 2016 年 4 月 27 日、清水建設本社（東京都中央区） 





図表 1 パハン・セランゴール導水ドンネル事業見取り図 
 
（出所）SHIMIZU, 2015b, p.14 より引用。 
図表 2 スタッフと作業員の国籍別割合 
 
（出所）SHIMIZU, 2015b, p.14 より引用。 
図表 3 導水トンネス事業の完成式典（プロジェクトチーム） 
 
（出所）SHIMIZU, 2014, p.10 より引用。 





「SHIMIZU ニュースリリース 2015」                 2015.05.19 
マレーシアで東南アジア最長のトンネルが竣工～パハン・セランゴール導水トンネル～ 
清水建設（株）、西松建設（株）、マレーシアの UEMB 社、IJM 社の共同企業体（清水
建設 JV）がマレーシアで施工を進めてきた東南アジア最長、世界でも 11 番目となるトン
ネル「パハン・セランゴール導水トンネル」が竣工、このほど竣工証明書を受領しました。 
この工事は日本政府による円借款事業であり、マレーシアのパハン州とセランゴール州を
結ぶ総延長 44.6km、直径 5.2m の導水トンネルを建設する、アジア最大級のインフラ整備
プロジェクトです。供用開始後は、この導水トンネルから日量 189 万 m3 の生活・工業用
水が、将来的に水不足が懸念されるクアラルンプール、およびセランゴール州にもたらさ
れます。清水建設 JV はマレーシア政府から 09 年 4 月に本工事を受注し、09 年 6 月に着
工。総長 15.9kmのアクセス道路や 4工区 2.5kmの作業抗をはじめとする準備工事を経て、
10 年 7 月 8 日にトンネル本体の掘削に着手。総長 44.6km のトンネルを 8 工区に分け、う
ち 3 工区 34.6km は TBM（トンネル掘削機）、4 工区 9.1km は NATM（発破工法）、1 工
区 0.9km は開削工法により工事を進めました。途中、幾度もの大量突発湧水（最大突発湧
水量 10ｔ/分、最大坑内湧水量 24.6ｔ/分）や延長 5km にもおよぶ 50℃を超える岩盤温度
の区間（最大実測岩盤温度 55℃）による作業環境の悪化、2 機の TBM のメインベアリン
グの故障等に見舞われましたが、作業坑を含めると 46.2 ㎞に達するトンネルが準備工事も
含めて着工から 4 年 9 か月後の 14年 2 月 19日に貫通。その後、TBM の解体・撤去、TBM1・
2 工区の覆工（ライニング）、作業坑の閉塞工事を行い、本年 3 月 3 日に竣工しました。安
全面では、スタッフと作業員が一体となって、延労働時間が 1,102 万時間に及ぶ中、重大
災害発生件数 0 件（度数率 0.73、強度率 0.006）を達成しました。また、山岳トンネルと
して非常に難易度の高いプロジェクトであったことから、竣工までに 8,000 人を超える見
学者が世界中から訪れました。TBM による硬岩の長距離高速掘進、大量湧水、高温岩盤、











工事名称  ：  パハン・セランゴール導水トンネル  
発 注 者  ：  マレーシア政府 エネルギー・環境技術・水資源省  
計 画 地  ：  マレーシア・セランゴール州～パハン州  
工   期  ：  （契約時） 
2009 年 6 月 1 日～2014 年 5 月 31 日（1,825 日） 
（竣工時） 
2009 年 6 月 1 日～2015 年 3 月 3 日（1,902 日）  
設  計 ・ 施工監理  ：  東電設計・SMEC（豪州）・SMHB（マレーシア）  
施 工 者  ：  清水建設・西松建設・UEMB･IJM 共同企業体  
2. UEMB 社（UEM Builders Berhad）  
所 在 地  ：  マレーシア、クアラルンプール  
資 本 金  ：  非上場につき非公開  
社   長  ：  Mr. Mohd Razin Bin Ghazali  
業務内容  ：  総合建設業、インフラ維持業務他  
売 上 高  ：  非上場につき非公開  
3. IJM Construction 社（IJM Corporation Berhad）  
所 在 地  ：  マレーシア、セランゴール州  
資 本 金   ：  1,415,620 百万リンギット（約 424 億円 グループ全体）  
社   長  ：  Dato' Soam Heng Choon  
業務内容  ：  総合建設業、不動産業他  
売 上 高  ：  1,250 百万リンギット（約 375 億円グループ全体）  
＊ニュースリースに記載している情報は、発表日現在（2015.5.19） 
（出所）SHIMIZU, 2016.9.11, 「ニュースリリース 2015」, www. shimzu.co.jp/  
    news_release/2015/2015014.html。 





「SHIMIZU ニュースリリース 2016」                 2016.08.04 
シミズ コーポレートレポート 2016 を発行   
            






第 1章 清水建設の概要：創業から 210年以上にわたる当社の歴史をはじめ、事業内容、
コーポレート・ガバナンス体制、主たる経営指標（過去 5 ケ年）などを掲載しています。  




第 3 章 事業分野ごとの戦略と取り組み：建築事業、土木事業、海外建設事業、投資開
発事業、エンジニアリング事業、新規事業、技術開発について、戦略と展望を説明してい
ます。  




第 5 章 CSR 経営：社会環境の変化・期待に対して自ら行動し、社会やお客様の期待を超
える価値を実現する当社のＣＳＲ経営について説明しています。今回、重要なＣＳＲ課題
を再抽出し、それに基づき再選定した KPI（重要評価指標）等も紹介しています。  
なお、このレポートはウェブサイト上でもご覧いただくことができます。 
（ウェブサイト：http://www.shimz.co.jp/csr/environment/report/index.html） 




海外のステークホルダー向けの英語版については、8 月末の発行を予定しています。  
 
シミズ コーポレートレポート 2016（Shimizu Corporate Report 2016）  
発行部数  ：  21,500 部 （毎年１回）  
配布対象  ：  お客様、株主・投資家、各種団体、教育機関、学生、グループ会社など  
ページ数  ：  Ａ4 版、68 ページ  


























■SCG paper（Thai Cane Paper）（バンコク） 
  
SCG 本社（出所）2014 年 8 月 26 日、筆者撮影（バンコク）。 
 
  
SCG 本社（左）、IF ロビーに展示されている本社周辺の模型（左）。 
（出所）2014 年 8 月 26 日、筆者撮影（バンコク）。 
 
  
TCP の CSR-CD 版 TCP の CSR 担当者 
（右）TCP の CSR 担当者より 3 種類の CSR レポート版（左）を頂いた。 
（出所）2014 年 8 月 26 日、筆者撮影（バンコク）。 
 





ダストボックス前の POP 蓋面に POP で分別表示していた。 
（出所）2014 年 8 月 26 日、本社ロビーにて筆者撮影（バンコク）。 
 
2014 年 8 月、SCG 本社（バンコク）の企業訪問を兼ねて、アジア・国際経営戦略学会
（Asian and International Business Strategy, AIBS）の「AIBS アジアエグゼクティブ セ




備であった。SCG 本社の訪問では、ご対応をいただいた CSR 部のご担当者方に感謝とお
礼を申し上げる。 
 
アジア地域では、工場のオートメンション化より人的資源を活用した柔軟性の高い生産
ラインを実現している。高度な技術力で機械化すると設備投資がかかるうえ、製品の変更
に適宜合わせることが難しいなどの理由もある。工場内には多数の組立て作業員が配置さ
れており、水利用では、工場内の生産ラインで使用する水量よりもスタッフの水利用量の
方が多くなるという。 
AIBS 学会長の池島先生、伊藤先生、安登先生をはじめ、お世話になった先生方に感謝
とお礼を申し上げる。 
